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序     文 
 

日本国政府は、エジプト・アラブ共和国からの技術協力の要請に基づき、小規模農家の市場志

向型農業改善プロジェクトを実施することを決定しました。 

これを受け、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2012年10月14日から10月25日、及び11月

13日から11月29日までJICA国際協力専門員・相川次郎を団長とした詳細計画策定調査団を派遣し、

プロジェクトの要請背景等についてエジプト・アラブ共和国政府関係者と協議を行うとともに、

プロジェクトサイトの調査や関連資料の収集を行いました。 

本報告書は、これら調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクト実

施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表します。 

 
平成25年12月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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写     真 
 

   

ミニア県の農業土地開拓省（MALR）にて。農

業普及局、農業サービスフォローアップ局職員

から情報・データ収集 

  

   

アシュート県農業局内ラボでの生物防除の研究  農協スタッフからのヒアリング（アシュート県）

農民が持っている

帳面（所有土地面

積、作付け、肥料

等の情報が記入さ

れており、銀行か

らの借入時の資料

にもなる） 

  

  冬作のコムギとベルシウムの栽培風景 

 

   

トマトの栽培風景  ニラの収穫。仲買人（奥の女性）が 

圃場に買い取りに来ている。 
       

MALRが作成している普及教材（内容は伝統的な

コムギ、メイズなどの作物から園芸作物など）



 

 
   

トマトの種苗店 

（農民の要望による受注生産。 

キュウリなど、他の園芸作物も生産可能）

   

   

IMAPパイロット地区のバジル一次加工場

（農民は生葉を持ち込み、乾燥後、一次精製

して出荷。現金決済が好評。拡充計画がある。）

 卸売市場 

（民間卸売商人の集合している場所。 

仲買人のセリにより価格が決まる。） 

   

卸売業者がつけていた取引記録  ミニッツ署名（MALR本省内） 

 

キャベツを仕入れ

に来た仲買人（市

場価格が良い時は

仲買人が畑に買い

付けに来る。1個 2

ポンドで仕入れ、5

ポンドで販売） 



 

 

略 語 表 
 

略語 正式名称 和文表記 

AES Agriculture Extension Sector 農業普及局 

AfDB African Development Bank アフリカ開発銀行 

ARC Agricultural Research Center 国立農業研究センター 

ARDF Agricultural Research and Development Fund 農業開発基金 

ARS Agricultural Research Station 農業研究所 

ASFS Agriculture Services and Follow-up Sector 
農業サービスフォローアップ

局 

CA Central Administration （中央官庁の）部 
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Central Administration of Agriculture Extension and 
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SHEP Smallholder Horticultural Empowerment Project 
小規模園芸農民組織強化計画

プロジェクト 

SHEP UP 
Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion 
Unit Project 

小規模園芸農民組織強化・振
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事業事前評価表 
 

独立行政法人国際協力機構 農村開発部 畑作地帯第二課 

１．案件名 

 国 名：エジプト・アラブ共和国 
 案件名：小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト 

Improving Small-Scale Farmers’ Market-Oriented Agriculture Project 
 

２．事業の背景と必要性 

（１）当該国における農業セクターの現状と課題 
エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）の農業は、増大する人口への食料供

給や伝統工芸作物である綿花の輸出など、エジプトの重要産業のひとつとして位置づけられ

ており、現在も GDP の約 13％1、就業人口の約 29％2を占めている。特に、上エジプト地域3で

は農業セクターの就業者が約 53％にのぼり4、同地域の重要産業となっている。 
その一方で、エジプト全人口の 21.6％を占める貧困層のうち 6 割が同地域に居住しており、

農村部では 43.7％5が貧困状態に置かれている6。同地域の農業の中心地帯ともいえるミニア県、

アシュート県では、農家の 9 割近くが 3 フェダン（1.26ha）未満の農地しか所有していない小

規模農家によって占められている7。そのため、小規模農家に対する支援は、同地域の貧困削

減と発展に貢献する重要な課題である。 
上エジプト地域（特に中部に位置するミニア県、アシュート県）の農業は、自家消費を主目的

とした小麦やメイズ、ベルシウム（牧草）などの伝統作物の生産割合が高い。代表的な伝統作物

のひとつである小麦については、政府が買い取り価格を設定しており、価格変動リスクが少ない

ため、収益性が低くとも多くの小規模農家により継続的に栽培されている。上エジプトが国内生

産の中心となっている薬草・香草類や、タマネギやジャガイモなどの園芸作物も栽培されている

が、信頼できる種子や栽培技術、病害虫の防除方法など生産面の問題に加えて、収穫・出荷まで

の営農資金の枯渇、販売の不確実性、仲買いの多重化による収益の減少などの販売・流通上の問

題のため、高い収益が期待できるものの園芸作物栽培に参入する小規模農家は少ない。 
独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2010 年 3 月から 2012 年 8 月まで、ミニア県及びア

シュート県を対象とした開発計画調査型技術協力「農産物流通改善を通じた上エジプト農村

振興プロジェクト（IMAP）」を実施し、小規模農家の所得の向上を開発目標としたマスター

プラン（M/P）の策定、及び、M/P の策定と実証調査を通じた中央及び対象県の農業行政職員

の計画策定・事業実施に係る能力向上を支援した。策定された M/P では、「小規模農家が市場

のニーズに基づいて生産・加工し、より高い価値で生産物を販売する」という開発戦略の下、

生産から販売に至るさまざまな開発プロジェクト群が提案された。また、①園芸作に参入し

成功している小規模農家が少なからず存在すること、②園芸作の導入による収益性の向上が

                                                        
1 World Development Indicators, 2011 
2 Central Agency for Public Mobilization And Statistics（CAPMAS）Statistical Year Book 2012 
3 カイロ以南のナイル川流域地域。 
4 JICA「農産物流通改善を通じた上エジプト農村振興プロジェクト」ファイナルレポート、2012 年、p.1 
5 都市部で 21.3％、 
6 UNDP Egypt, Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt：Building our Future（2010） 
7 JICA、上掲、p.66。耕作面積が 3 フェダン未満の農家はミニア県で 86.6％（250,340 戸）、アシュート県で 89.2％（339,466 戸）

を占める（3 フェダン未満の農家割合の全国平均は 76.5％）。さらに、1 フェダン未満の農家はミニア県で 60.7％、アシュー

ト県で 76.9％（全国平均は 53.1％）である。両県における伝統作物栽培における 1 フェダン当たりの農業所得は 6,400 エジプ

トポンド程度とされている。（1 エジプトポンド＝13.4 円。2013 年 1 月 16 日為替レート） 
 



 

ii 

見込まれること、③地方人口も大きいことから地産地消の大きな市場が見込まれること、④

市場ニーズを把握した生産により価格変動などリスクの低減を見込めること、などが確認さ

れた。また、資金面でも土地所有面積でも余裕のない小規模農家が収益を確保するためには、

営農の強化も必須であることが判明した。これらを踏まえ、市場を重視した農業の推進及び

栽培技術の向上によって小規模農家の収益を向上する開発アプローチが提案され、今後、エ

ジプト政府が実施に取り組むこととなった。 
これらを推し進めるためには、農民の意識変革（「作ってから売る」から市場を分析して栽

培する作物を決定する「売るために作る」への転換）や技術力向上のための技術普及、マー

ケティング支援が重要となる。 
しかしながら、農業土地開拓省（MALR）は県/郡/村レベルまで普及員を配置しているもの

の、普及員の能力不足、予算不足により栽培に係る新技術や営農改善の指導、マーケティン

グ支援は十分に行われていない。また、農協はすべての農村で組織されており、土地、建物

などの財産や教育レベルの比較的高い常勤職員8を有し、農民組織としてのポテンシャルがあ

る一方で、農家の商業活動に関する能力・経験が不足しており、その機能を十分に担えてい

ない。そのため、市場志向型アプローチ9に基づいた小規模農家の農業の改善とともに、これ

を支援するための行政による普及システムの強化、普及員及び農協職員の能力向上が求めら

れている。 
 
（２）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

MALR は、「持続的農業開発戦略 2030 年」の中で、「継続的かつ早急に成長するダイナミッ

クな農業セクターに基づく、貧困層の救済、地方の貧困削減に配慮した総合的な経済・社会

開発の達成」というビジョンを掲げ、①農業資源の持続的活用、②土地及び水利用の単位面

積当たりの生産性の増加、③国内及び国際市場における農産物の競争性の向上、④戦略的な

食料についての高い食料安全保障の達成、⑤農村における生活水準の改善及び貧困率の軽減

を掲げている。本案件は、上エジプトの対象地域において、市場志向型アプローチに基づい

た普及活動を通じて小規模農家の農業所得の向上を実現することを目標としており、上記戦

略の③及び⑤に資する事業として位置づけられる。 
 
（３）農業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

「貧困削減と生活水準の向上」を援助重点分野のひとつとして掲げるわが国の対エジプト

国別援助計画において、農業・農村開発は重点開発課題として位置づけられている。本案件

は、貧困層が集中する上エジプト地域で市場志向型アプローチに基づく農業を通じた小規模

農家の所得向上を図ることにより、同地域の貧困削減に具体的に貢献するもので、協力プロ

グラム「上エジプトの農業基盤・農村構造の改善」に位置づけられる。 
また、わが国は、エジプトを含む中央・北アフリカ諸国の改革・国づくりを支援する「ド

ーヴィル・パートナーシップ10」に参画し、①公正な政治・行政運営、②人づくり、③雇用促

進・産業育成の 3 つの重点分野の支援を表明している。本案件は、零細な土地の収益性を上

げ雇用の促進及び安定を図ると同時に、市場ニーズに基づく農家経営を推進するなど産業と

しての農業の発展に貢献するものであり、③雇用促進・産業育成に資する案件である。 
 

                                                        
8 農協には、普及員、土地所有を管理する職員、事務員などが MALR によって配置されている。このほかに、加入する農民か

ら成る理事会が設置されている。 
9 小規模農家による市場ニーズに沿った作物生産と販売を通じて、農業所得の増加をめざすアプローチ。 
10 「アラブの春」以降、2011 年 5 月にＧ８サミットにて立ち上げられた中東・北アフリカ支援のためのパートナーシップ。 
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（４）他の援助機関の対応 
上エジプト地域の農業分野では、米国国際開発庁（USAID）をはじめ、国際農業開発基金

（IFAD）や、国連開発基金（UNDP）、アフリカ開発銀行（AfDB）などが、小規模農家の生計

向上を目的とした農業開発プロジェクト（ローンも含む）を実施している。 
これらの多くは、需要の高い園芸作物の生産・加工・販売を行うため農民を組織化し、大

規模民間業者の連携もしくは契約生産を通じて輸出に結び付ける取り組みを行い、小規模農

家の所得向上をめざしている。また、流通・貯蔵・加工施設、輸送方法の改善のためのイン

フラ整備、農産物の品質基準の策定、農産加工の導入に関する農家への指導を行うトレーナ

ーの育成も含まれる。近年、IFAD は小規模農家の融資制度へのアクセス改善のためのマイク

ロクレジット事業や、農民組織を法人組織として設立するための中小企業開発、アグリビジ

ネス推進などをマーケティング・アプローチとして重点を置いている。 
本案件の対象地域であるアシュート県では、IFAD が Upper Egypt Rural Development Project

（UERDP）（総額 1,980 万米ドル、2007～2015 年）、On-farm Irrigation Development Project in the 
Oldlands（OFIDO）（総額 8,610 万米ドル、2010～2018 年）、UNDP、UNIDO、ILO、UNWOMEN
が国連合同プロジェクトとして Pro-Poor Horticulture Value Chains in Upper Egypt-SALASEL（総

額約 7,500 万米ドル、2011～2013 年）を実施している。また、アシュート県及びミニア県に

おいて、USAID が NGO の CARE を通じた Agricultural Exports & Rural Incomes（AERI）/SHAMS 
Project（総額 5,730 万米ドル、2007 年終了）を実施したほか、IFAD は、MALR が設立した農

業開発基金（ARDF）を受け皿として Promotion of Rural Incomes through Market Enhancement 
Project（PRIME）（総額 1 億 820 万米ドル、2013～2020 年）を実施予定である。 

また、AfDB は、エジプトで金融活動の中心的存在である行政法人、社会開発基金（SFD）

と連携し、小規模農家の組織強化、中小企業開発、金融アクセス向上及びローンの提供を行

う Rural Income and Economic Enhancement Project（RIEEP）（総額 7,460 万米ドル）を 2010 年

より実施中である。 
 

３．事業概要 

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業はエジプトの上エジプト地域に位置するミニア県、アシュート県において、市場志

向型アプローチに基づく普及フローを確立し、付加価値の高い農産物生産を行う技術11の開

発・検証や、農業協同組合の活動計画策定・実施能力の強化、市場志向型アプローチに基づ

く営農手法の普及を行うことにより、プロジェクトの対象となる小規模農家及び周辺小規模

農家12の所得向上を図り、もってミニア県、アシュート県全体の小規模農家の所得向上に寄与

するものである。 
 
（２）プロジェクトサイト/対象地域名 

ミニア県及びアシュート県13 
（人口：ミニア県 4,471,406 人、アシュート県 3,697,729 人 
面積：ミニア県 32,279km2、アシュート県 25,926km2 
農地面積：ミニア県 198,564ha、アシュート県 145,009ha）14 

                                                        
11 本事業で開発・検証する技術は、園芸作物に関するものが主になると想定されるが、有機肥料の生産等、園芸作物以外にも

適用可能な技術の開発・検証も含まれる。そのため、園芸作物に限定せず、より広い「農産物」という用語を使用している。 
12 周辺小規模農家は、プロジェクトの対象小規模農家以外で対象農協内に所属する農民で、成果 4 に係る活動で普及の対象となる。 
13 両県のすべての郡をプロジェクトの対象とし、各郡から対象農協を 1 つずつ選定する。ミニア県には 9 郡、アシュート県に

は 11 郡であり、全 20 郡が本案件の対象となる。 
14 Egypt in Figure 2010, CAPMAS 及び Study of the Indicators Agricultural Statistics, MALR 
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（３）本事業の受益者（ターゲットグループ） 
・ミニア県及びアシュート県の小規模農家並びに周辺小規模農家 2,400 名15 
・MALR 農業サービスフォローアップ局及び農業普及局（6 名）、県農業事務所（15 名）、郡

農業事務所（20 名）、郡普及センター（15 名）、村落農協の普及員（80 名）合計約 140 名 
・ミニア県及びアシュート県の村落農協職員/普及員 約 120 名16 

 
（４）事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 5 月～2018 年 4 月を予定（計 60 カ月） 
 
（５）総事業費（日本側） 

約 5 億円 
 
（６）相手国側実施機関 

農業土地開拓省農業サービスフォローアップ局及び農業普及局 
（Agricultural Service and Follow Up Sector and Agriculture Extension Sector, Ministry of 

Agriculture and Land Reclamation） 
 
（７）投入（インプット） 

１）日本側 
・専門家派遣：総括／市場志向型農業、適正農業技術及び普及、農業協同組合支援、ジェ

ンダー／農村社会、業務調整／研修監理、短期専門家（必要に応じて）：5 年間で 93MM
程度 

・カウンターパート（C/P）本邦研修、第三国研修：年間 5 名程度 
・機材供与：成果２及び３に関係する機材、事務機器等 
・プロジェクト活動経費（技術の開発・検証、展示圃場運営経費に係る経費、専門家活動

費等） 
２）エジプト側 

・C/P 配置： 
・プロジェクトダイレクター（MALR 農業サービスフォローアップ局長）1 名 
・プロジェクトマネジャー（同局農業協同組合中央部長）1 名 
・MALR 農業サービスフォローアップ局及び農業普及局より 4 名、アシュート県農業事務

所 9 名、ミニア県農業事務所 6 名 
・プロジェクト専門家執務室：ミニア県及びアシュート県農業事務所敷地内、MALR 農業

サービスフォローアップ局内 
・プロジェクト活動経費：研修実施経費、C/P 人件費、旅費等 
・プロジェクト活動に必要な便宜供与 

 
（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１）環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：C 

                                                        
15 ミニア、アシュート県内の全 20 郡より約 40 名を対象小規模農家とし（20 郡×40 名＝800 名）、対象小規模農家当たり 2 名を

周辺小規模農家とする（800 名×2 名＝1,600 名）。 
16 ミニア、アシュート県内の各郡より対象村落農協を 1 つ選定、各農協職員 2 名を対象とし（20 郡×約 2 名＝40 名）、対象農

協当たり 2 つを周辺の村落農協とし、農協職員/普及員 2 名を対象とする。（20 郡×2 農協×2 名＝80 名）。この 120 名は成果

４に係る活動の対象。 
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② カテゴリ分類の根拠： 
本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）上、環境への望ま

しくない影響は最小限であると判断されるため。 
２）ジェンダー平等推進／平和構築・貧困削減 

IMAP の調査によれば、本案件の対象地域の一般的な村落では、屋外の作業となる農作業

全般について女性の役割は低いが、作付けする作物の選定など営農上の意思決定には女性

の役割が認められており、また営農上の問題点に関しても男女間で共有されている傾向に

ある。このことから、女性は家庭内で営農に関する意思決定権をある程度もつものの、屋

外での活動には参加しにくく、農業普及や農業技術研修、農業協同組合活動へは参加しに

くい状況にあると考えられる。したがって、本案件で農業ビジネス関係者との交流、市場

調査、営農計画立案のための研修、技術研修、視察ツアーなどを行う場合、男女双方がマ

ーケティング情報へのアクセスや農業技術を得るための取り組みとして、村落の有力者（大

家族の代表、篤農家など）の理解を得る、参加者における男女の割合に枠を設けるなどの

工夫が必要である。 
他方、土地所有面積が 1 フェダン（0.42ha）未満の零細農家では、耕起作業、収穫作業な

ど農作業における女性の役割は重要度を増し、女性の立場からは農業労働の負担が重いと

いう調査結果も報告されている。このようなケースも考えられることから、対象農家のベ

ースライン調査の際に、併せてジェンダー調査などで男女の役割の実態を明らかにし、必

要に応じて、男女が平等に共同で営農活動できるよう、ジェンダー啓発を行うことが望ま

しい。 
３）その他 

特になし。 
 
（９）関連する援助活動 

１）わが国の援助活動 
特になし。 

２）他ドナー等の援助活動 
［２．事業の背景と必要性］の（４）のとおり、上エジプトの対象地域ではいくつかの

ドナーが融資プログラムを提供しているが、これらの活動は、本案件で小規模農家や農協

に商業的な作物栽培や農業活動にかかわる投資を促す有力な資金源となり得る。具体的に

は、AfDB/SFD による RIEEP の場合、総額 7,460 万米ドルのうち融資プログラムの資金とし

て合計 7,000 万米ドル（中小企業 5,000 万米ドル、マイクロクレジット 2,000 万ドル）が用

意されており、上エジプト地域は重点地域として 4,200 万米ドル（60％）が充てられる予定

である。また、RIEEP には、技術協力も含まれ、SFD 職員、金融機関、NGO、農民組織な

どにアグリビジネスに関するノウハウの蓄積や能力の向上が見込まれる。ミニア県及びア

シュート県もその対象地区のため、本案件の活動の延長線上で、農協や小規模農家が小規

模加工ビジネスを始める際には、借り入れだけでなく、計画の実現性の確認や適切な加工

施設の運営に関するサポートを受けられると見込まれる。また、今後 IFAD の PRIME プロ

ジェクトでは、ARDF のパートナー機関を通じた融資プログラムの提供を予定している。 
多くの他ドナーが園芸作物の加工、販売促進に集中している中、本案件による普及員の

能力向上、普及サービスの強化によって、小規模農家の園芸作物の栽培技術の底上げによ

る作物の品質向上、生産性安定の向上が見込まれ、相乗効果は高い。したがって、本案件

の市場志向型アプローチに基づいた農家研修や技術研修の教材を他ドナーのトレーニング

教材として広く提供する、セミナーなどを通じて本案件の成果を積極的に紹介することに

努め、市場志向型アプローチに基づく営農手法の対象県内並びに上エジプト地域内での展

開を図る。 
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４．協力の枠組み 

（１）協力概要 
１）上位目標： 

ミニア県及びアシュート県の小規模農家の農業所得が向上する。 
 
＜指標＞ 

ミニア県及びアシュート県の小規模農家において農業所得が XX％上昇する17。 
 
２）プロジェクト目標： 

ミニア県及びアシュート県のプロジェクト対象小規模農家並びに周辺小規模農家の農業

所得が向上する。 
 
＜指標＞ 

ａ．プロジェクト対象小規模農家の平均農業所得が XX％上昇する18。 
ｂ．周辺小規模農家の平均農業所得が XX％上昇する19。 

 
３）成果及び活動 

成果１：市場志向型アプローチに基づいた普及フロー20が確立する。 
 
＜指標＞ 

ａ．市場志向型アプローチによる普及フロー案が考案される。 
ｂ．市場志向型アプローチによる普及フロー案の作成及び改善プロセスについての関係

者による 5 段階評価の平均点が 4 以上である。 
ｃ．プロジェクト活動の実施を通じ改善された市場志向型アプローチによる普及フロー

が合同調整委員会（JSC）で承認される。 
 

＜活動＞ 
1-1 市場志向型アプローチによる普及フロー案を合意する。 
1-2 対象農協及び対象小規模農家の選定方法を合意し、それに基づき選定する。 
1-3 対象農協及び対象小規模農家に対するベースライン調査を行う。 
1-4 対象農協内の対象小規模農家と農業ビジネス関係者が対話する場を設ける。 
1-5 対象農協内の対象小規模農家へ市場調査、営農計画立案に係る研修を実施する。 
1-6 対象小規模農家の市場志向型アプローチに基づいた営農計画立案を支援する。 
1-7 普及員に対して 1-6 の計画実施に必要な農業技術のトレーナー研修（ToT）を行う。 
1-8 ToT を受けた普及員による対象小規模農家向けの技術研修実施の支援を行う。 
1-9 対象小規模農家の営農活動のモニタリングを行う。 
1-10 上記活動を検証し、市場志向型アプローチに基づいた普及フローに必要な改善を行

う。 
 

                                                        
17 ％はベースライン調査後 3 カ月以内に設定される。 
18 ％はベースライン調査後 3 カ月以内に設定される。 
19 同脚注 16。 
20 普及フロー：農家と市場関係者との関係づくり、農民による市場調査、作物の選定、市場調査の結果に基づく活動計画策定、

栽培技術研修等によって構成される一連のイベント及び活動。 
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成果２：付加価値の高い農産物を生産する技術が開発・検証される。 
 
＜指標＞ 

ａ．検証・開発された技術に関するガイドライン・マニュアルが作成される。 
ｂ．検証・開発された技術の 70％以上が普及員向け ToT に含まれる。 

 
＜活動＞ 

2-1 IMAP の調査結果及び対象小規模農家の営農計画等に基づき、新たに開発・検証が

必要な技術を把握する。 
2-2 2-1 で把握した技術の開発・検証を行う。 
2-3 開発・検証した技術を普及員の ToT（活動 1-7）に導入する。 
2-4 市場志向型アプローチの実施21を通して必要と確認された既存技術の改善を図る。 
 
成果３：対象農業協同組合（農協）の活動計画策定・実施能力が強化される。 

 
＜指標＞ 

ａ．対象農協の小規模農家の所得向上に向けた活動計画が作成される。 
ｂ．対象農協の活動計画にもとづく活動が 70％以上達成される。 

 
＜活動＞ 

3-1 対象農協組織の活動計画立案にあたって農協の弱み・強みを把握する。 
3-2 対象農協を対象に小規模農家の所得向上に向けた活動計画の策定・実施に係る研修

を実施する。 
3-3 村落レベルの普及員が、対象農協による 3-2 の活動計画の実施を支援するよう助言

する。 
 

成果４：対象農協内及び対象郡内で市場志向型アプローチに基づいた営農手法が広まる。 
 
＜指標＞ 

ａ．対象農協によって営農手法の普及計画が作成される。 
ｂ．対象農協内において市場志向型アプローチによる新たな農業活動が行われる。 
ｃ．郡農業事務所による営農手法の普及計画が作成される。 
ｄ．対象郡内で新たな農協の農業活動が行われる。 

 
＜活動＞ 

4-1 対象農協が農協内の対象小規模農家以外の農家に対して市場志向型アプローチに

よる営農手法の普及計画を策定することを支援する。 
4-2 対象農協による 4-1 の計画の実施をモニタリングする。 
4-3 郡普及員が郡内の対象農協以外の農協に対して市場志向型アプローチによる営農

手法の普及計画を策定することを支援する。 
4-4 郡普及員による 4-3 の計画実施をモニタリングする。 
4-5 県農業局が市場志向型アプローチによる営農手法の普及計画を策定することを支

援する。 

                                                        
21 成果１に係る一連の活動を指し、本活動では新しい技術の開発・検証のみならず、必要に応じて既存技術の改良にも取り組む。 
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４）プロジェクト実施上の留意点 
・営農研修の実施 

営農に係る費用と便益を把握し、戦略的に計画立案できるよう、農家に対して農家経

営の改善に係る研修を実施する。なお、その際には、エジプトでは識字率が低いことに

かんがみて、文字を読み書きできない農民も習得可能な方法を検討する。 
・対象農協及び対象小規模農家の選定方法 

持続的かつ自主的な活動を担保するため、プロジェクトの対象農協及び対象農家は、

市場志向型アプローチの趣旨を理解し、かつモチベーションの高い農協及び農家を選定

することとする。 
なお、プロジェクト期間中に一連の活動を、対象郡を変えながら 3 サイクル実施する

ため、各サイクルの開始時に対象農協及び対象小規模農家を選定する。 
・モデルの普及 

成果１～３で市場志向型アプローチに基づいた普及のモデルを構築した後、市場志向

型アプローチで成功した農家を活用しつつ、成果４の活動で各レベル（対象農協が同農

協に属する周辺の小規模農家に、郡が郡内にある対象農協以外の農協に）で活動を普及

させ、将来的には上エジプト地域全体に波及させることを想定する。 
なお、成果４の活動は、上位目標であるミニア県及びアシュート県の小規模農家の所

得向上を達成するための試行という位置づけでもある。 
・県レベルのプロジェクト運営・技術委員会の設置 

本案件の実施に際しては、各県レベルに委員会を設置する。委員会は県農業局の農協

部、農事部、農業研究所などがメンバーとなる。これにより、普及と研究の協力関係を

より強化し、プロジェクト期間終了後も含めて、問題発生時の迅速な対応、新品種等の

導入などを行う体制を構築する。 
・研修の実施方法 

以下の 2 点を踏まえて研修を実施する。 
① トレーナーの効果的な育成 

MALR は若手職員の新規採用を進めてきており、これら若手の育成が重要な課題で

ある。研修実施の際には、若手とベテラン普及員の両方が参加するよう留意し、ベテ

ランの経験を若手に伝えられるように工夫する。 
② 効果的な技術及び知識の普及 

農家は、座学で得た知識に基づく技術より実践的に指導された技術をより取り入れ

ている傾向がみられた。そのため、研修実施の際には、講義と実践がバランスよく含

まれるようにする。 
・経験交流の促進 

本案件はミニア/アシュート両県を対象としている。日常の活動は県ごとに実施される

ものの、各県における取り組みについて学び合いを促進するため、プロジェクト期間中

に視察等の機会を設ける。 
 
（２）その他インパクト 

貧困層が集中する上エジプトの中でも人口規模の大きいミニア県及びアシュート県の小規

模農家の農業所得が向上することにより、上エジプト地域全体の貧困削減及び生活水準の向

上に貢献することが見込まれる。 
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５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（１）事業実施のための前提 
エジプトの政治情勢が著しく悪化しない。 

 
（２）成果達成のための外部条件 

幹部職員の人事異動がプロジェクトの実施に悪影響を及ぼさない。 
 
（３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

プロジェクトで技術移転を受けた C/P が継続して勤務する。 
 
（４）上位目標達成のための外部条件 

市場志向型アプローチによる普及活動の実施に必要な MALR の予算が確保される。 
 

６．評価結果 

本事業は、エジプトの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

（１）過去の類似案件の教訓 
１）MAP で実施したパイロット事業の教訓が M/P に反映されており、本事業でもそれを踏まえ

て活動を計画した。加えて、以下の 2 点を教訓として活用する。 
－IMAP のパイロット事業で園芸作物の新技術を導入した際に、園芸作の経験の「ある」

農家グループと「ない」農家グループでは収穫結果に大きな差が生じた。 
－対象地域の村落は、都市からの距離、歴史的背景、民族的多様性などにより特徴が異

なり、村落内の大家族の対立でパイロット事業が中止になったサイトがある。 
２）本事業では、IMAP の M/P を踏まえるとともに、ケニア国で実施された「小規模園芸農

民組織強化計画プロジェクト（SHEP）」（2006 年 11 月～2009 年 11 月）及び後継案件「小規

模園芸農民組織強化・振興ユニットプロジェクト（SHEP UP）」（2010 年 3 月～2015 年 3 月）

で採用している市場志向型アプローチに、エジプトの文脈に沿った改良を加えて戦略とし

ている。 
 
（２）本事業への活用 

・新技術導入の際は、園芸作に一定の技術と経験を有した農家に市場志向型アプローチに基

づいた営農手法の技術移転を行い、その後、園芸作の経験がない農家への伝播を図る、も

しくは技術移転の際に、経験者と未経験者を組み合わせて農家間の経験や技術の共有を図

るなど、工夫をする。 
・ベースライン調査において村の社会構造の理解に努め、それを踏まえた活動とする。 
・実施段階でも、SHEP で実施した各種の取り組みや作成したフォーマット等を参照・活用す

る。 
 

８．今後の評価計画 

（１）今後の評価に用いる主な指標 
［４．協力の枠組み］の（１）のとおり。 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経緯 
エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）の農業は、増大する人口への食料供給

や伝統工芸作物である綿花の輸出など、エジプトの重要産業のひとつとして位置づけられてお

り、現在も GDP の約 13％1、就業人口の約 29％2を占めている。特に、上エジプト地域3では農

業セクターの就業者が約 53％にのぼり4、同地域の重要産業となっている。 
その一方で、エジプト全人口の 21.6％を占める貧困層のうち 6 割が同地域に居住しており、

農村部では 43.7％5が貧困状態に置かれている6。同地域の農業の中心地帯ともいえるミニア県、

アシュート県では、農家の 9 割近くが 3 フェダン（feddan）7（1.26ha）未満の農地しか所有して

いない小規模農家によって占められている。そのため、小規模農家に対する支援は、同地域の

貧困削減と発展に貢献する重要な課題である。 
上エジプト地域（特に中部に位置するミニア県、アシュート県）の農業は、自家消費を主目

的としたコムギやメイズ、ベルシウム8などの伝統作物の生産割合が高い。代表的な伝統作物の

ひとつであるコムギについては、政府が買い取り価格を設定しており、価格変動リスクが少な

いため、収益性が低くとも多くの小規模農家により継続的に栽培されている。上エジプトが国

内生産の中心となっている薬草・香草類や、タマネギやジャガイモなどの園芸作物も栽培され

ているが、信頼できる種子や栽培技術、病害虫の防除方法など生産面の問題に加えて、収穫・

出荷までの営農資金の枯渇、販売の不確実性、仲買の多重化による収益の減少などの販売・流

通上の問題のため、高い収益が期待できるものの園芸作物栽培に参入する小規模農家は少ない。 
独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2010 年 3 月から 2012 年 8 月までミニア県及びアシュ

ート県を対象とした開発計画調査型技術協力「農産物流通改善を通じた上エジプト農村振興プ

ロジェクト（Project for the Master Plan Study for Rural Development through Improving Marketing of 
Agricultural Produce for Small Scale Farmers in Upper Egypt：IMAP）」を実施し、小規模農家の所得

の向上を開発目標としたマスタープラン（Master Plan：M/P）の策定及び、M/P の策定と実証調

査を通じた中央及び対象県の農業行政職員の計画策定・事業実施に係る能力向上を支援した。

策定された M/P では、「小規模農家が市場のニーズに基づいて生産・加工し、より高い価値で生

産物を販売する」という開発戦略の下、生産から販売に至るさまざまな開発プロジェクト群が

提案された。また、①園芸作に参入し成功している小規模農家が少なからず存在すること、②

園芸作の導入による収益性の向上が見込まれること、③地方人口も大きいことから地産地消の

大きな市場が見込まれること、④市場ニーズを把握した生産により価格変動などリスクの低減

                                                        
1 World Development Indicators, 2011 
2 Central Agency for Public Mobilization and Statistics（CAPMAS）Statistical Year Book 2012 
3 カイロ以南のナイル川流域地域。 
4 ICA「農産物流通改善を通じた上エジプト農村振興プロジェクト」ファイナルレポート、2012 年、p.1 
5 都市部で 21.3％。 
6 United Nations Development Programme（UNDP）Egypt, Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt：Building our Future

（2010） 
7 1 フェダン＝約 0.42ha 
8 

エジプシャン・クローバー。２－１－１の脚注 12 に詳述。 
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を見込めること、などが確認された。また、資金面でも土地所有面積でも余裕のない小規模農

家が収益を確保するためには、営農の強化も必須であることが判明した。これらを踏まえ、市

場を重視した農業の推進及び栽培技術の向上によって小規模農家の収益を向上する開発アプロ

ーチが提案され、今後、エジプト政府が実施に取り組むこととなった。 
これらを推し進めるためには、農民の意識変革（「作ってから売る」から市場を分析して栽培

する作物を決定する「売るために作る」への転換）や技術力向上のための技術普及、マーケテ

ィング支援が重要となる。 
しかしながら、農業土地開拓省（Ministry of Agriculture and Land Reclamation：MALR）は県、

郡、村レベルまで普及員を配置しているものの、普及員の能力不足、予算不足により栽培に係

る新技術や営農改善の指導、マーケティング支援は十分に行われていない。また、農業協同組

合（農協）はすべての農村で組織されており、土地、建物などの財産や教育レベルの比較的高

い常勤職員9を有し、農民組織としてのポテンシャルがある一方で、農家の商業活動に関する能

力・経験が不足しており、その機能を十分に担えていない。 
かかる状況を踏まえ、エジプト政府は、ミニア県及びアシュート県において、市場志向型ア

プローチ10に基づいた小規模農家の農業の改善とともに、これを支援するための行政による普及

システムの強化、普及員及び農協職員の能力向上を図るべく、わが国に対し技術協力による支

援を要請した。 
 

１－１－２ 目的 
本詳細計画策定調査は、プロジェクトの立ち上げに際し、以下を行うことを目的に実施した。 
① プロジェクトの詳細計画をエジプト側関係機関とともに策定し、M/M（PDM、PO、R/D

案等を含む）11で確認する。 
② 評価５項目の観点から事業事前評価を行い、プロジェクト計画の妥当性、有効性等を確

認する。 
③ 調査結果を基に、プロジェクト事業事前評価表を作成する。 

 
１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属 

総括／団長 相川 次郎 JICA 国際協力専門員 

普及システム 飯田 将弘 株式会社三祐コンサルタンツ 顧問 

評価分析 中村美都子 国際航業株式会社海外事業部コンサルタント 

協力企画 岩崎真紀子 
JICA 農村開発部 農村開発第一グループ 畑作地帯第

二課 

 

                                                        
9 農協には、普及員、土地所有を管理する職員、事務員などが MALR によって配置されている。このほかに、加入する農民か

ら成る理事会が設置されている。 
10 小規模農家による市場ニーズに沿った作物生産と販売を通じて、農業所得の増加をめざすアプローチ。 
11 ミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan 

of Operations：PO）、討議議事録（Record of Discussions：R/D） 
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１－３ 調査期間 

 2012 年 11 月 12 日（月）～11 月 30 日（金） 
（※ 普及システム団員のみ 2012 年 10 月 13 日（土）～10 月 26 日（金）に事前調査を実施。調

査日程の詳細は付属資料 1 を参照。） 
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第２章 対象プロジェクトの概要 
 
２－１ プロジェクト実施の背景 

２－１－１ 現状と課題 
プロジェクト地域は上エジプト地域に属し、冬作として主にコムギやベルシウム12が、夏作と

してサトウキビ、メイズやソルガムなどの伝統作物が栽培されている。ミニア県でのコムギと

ベルシウムの栽培面積は全農地面積の 80％を占めており、夏作のメイズの栽培面積は同 67％を

占めている。アシュート県も同様の傾向で、伝統作物の冬作の栽培面積は 83％、夏作は 67％を

占めている。ナイル作13としてタマネギやジャガイモが主流であるが、栽培面積は多くない。こ

れらの伝統作物の収益性は低いが、安定した収益が得られ、栽培リスクも小さいので大きな作

付面積を占めている。農民は他の収益性のある作物の栽培情報を知らないか、リスクを避ける

保守的態度を守っているため、伝統作物栽培面積が大きい。ベルシウムは自家所有の家畜14の飼

料用として栽培され、現金収入源としての位置づけにない。 
全農地面積に対する野菜栽培面積割合は、ミニア県、アシュート県ともに、冬作が 8～12％、

夏作は 7～9％と全国平均の約 20％に比べて半分以下となっている。収益の低い伝統作物栽培が

優勢であることを示しており、付加価値の高い野菜栽培の拡大余地が十分あると判断できる。 
栽培面積 3 フェダン以下の農地所有農家数は 9 割にのぼり、新規開拓を含む農地の水平的拡

大の余地もほとんどない15。貧困層が集中する農村部の大多数の農民は小規模農家で、農地所有

面積が 3 フェダン未満の農民はミニア県で 86.6％、アシュート県で 89.2％にのぼる。これは下

エジプト地域の 71.5％、全国平均の 76.5％をはるかに上回っている。さらに、1 フェダン未満の

農民はミニア県で 60.7％、アシュート県で 76.9％であり、下エジプト地域の 47.0％、全国平均

の 53.1％と比べて小規模農家が多い16。 
このような状況で営農を行う小規模農民は、自己資金を積み立てる余裕がないことが多く、

作物栽培の初期段階で必要な費用（種子、肥料などの農業用投入資材やトラクター等の賃耕機

械費）を仲買人17から前借りしている。借金の条件として、一般には、収穫した農産物をその仲

買人に販売しなくてはならず、販売価格は仲買人の言い値となる。借金は収穫した農作物の販

売代金から仲買人に返済する。また、農民が市場への運搬手段をもっていないことも、仲買人

に依存せざるを得ない状況をつくっている。 
収穫時期の農産物の価格情報を得るため、農民は仲買人や卸売商人へ電話で問い合わせるこ

とは可能であるが18、トマトなどの果菜類は収穫適期が短期で、自家保管が困難なため19、高利

                                                        
12 エジプシャン・クローバーとも呼ばれる、エジプトの代表的な冬作物。豆科植物で農地の肥沃化と家畜の飼料用にエジプト

全域で広く栽培されている。収穫は栽培期間中、4～6 回可能で、飼料作物としては保管施設が必要なく、新鮮な飼料をいつ

でも家畜に与えられるというので、家畜飼養農家の大半がこの作物を栽培している。余剰は市場にて販売可能であるが、市

場に出回っている量は栽培量に比べてごくわずかである。 
13 

ナイル川の増水時期にあたる 7/8 月から 10 月頃の時期の作付け。 
14 農耕用の家畜として、ロバや馬、搾乳用（主にチーズ作製のため）としての水牛や乳用牛。エジプト人はチーズを食用に多く用いる生

活をしているため、搾乳用家畜は必需動物である。ロバは農家の運搬用として飼養されている。馬は運搬、農耕用に飼養されている。 
15 農地拡大のために砂漠を新規開拓することも考えられるが、水源の制約などで農地開拓には 20 年以上の年月を要する。その

ため、喫緊の課題に対応する方策としては適当とはいえない。 
16 JICA「IMAP」ファイナルレポート、2012 年、p.66。 
17 村外・村内ともに仲買人は存在。 
18 携帯電話の普及がこれを可能とした。 
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益が期待できる高価格時期での販売はほとんどできないでいる。また促成栽培などの収穫時期

をずらした栽培は広く普及していないため、低価格時期での販売にならざるを得ない。卸売市

場の農産物価格の情報公開は行われていないが20、農民個人の卸売商人への電話問合せによる価

格情報入手は可能である。しかし、農民はその情報を市場への出荷日の判断材料としているだ

けで、その情報を十分に生かし切れていないか、お金の貸借関係から仲買人に販売せざるを得

ない状況にある。なかには、農作物の収穫時期になると、仲買人が圃場に来て、収穫物を現金

決済で搬出するケースもある。この場合も、販売価格は仲買人の言い値となることがほとんど

である。資金力のある一部の農民は、仲買人への販売価格と市場価格を比較し、価格の高い方

に農産物を販売する例もみられるが、市場価格の価格サイクルを考慮して計画的に栽培・販売

しているわけではなく、作ってからその売り先を検討するにとどまっている。 
トマトやキュウリなどの野菜は種苗栽培が行われている。種苗は民間の育苗会社21に農家が品

種・栽培時期を事前に通知し、約 30～45 日後に農家が受け取り、圃場に移植する方式である。

農家は発注時に全費用の 25％を手付金として育苗会社に支払う必要がある。育苗会社からの情

報では、農民は、前年に市場価格が高かった作物を栽培したがる傾向にあり、同一地域の農民

が同じ品種を同じ時期に栽培するため、結果として収穫時期が重なり、低価格状態で販売せざ

るを得ない状況に陥っている。 
農業技術を教える普及員は各農村に配置されているが、政府による新規採用が抑制されてい

たことも影響して 50 歳以上の高齢者が多い。また、現地を見回って栽培状況をチェックし、問

題解決のために農民を直接指導しているが、上意下達の指導方法に偏りがちで、農業経営的な

観点に立った指導も行われていない。近年、MALR は新規普及員の採用を再開したが、ごく少

数にとどまっていると同時に、普及技術が未熟な普及員も配置されている。MALR は普及員の

技術向上のためのセミナーや講習を行っているが、主に作物生産に関する訓練・教育が主であ

る。加えて、農業も産業のひとつであるため、普及員も経営的な知識・技術に関する訓練・講

習・セミナー等で教育する必要がある。 
 

２－１－２ 相手国政策上の位置づけ 
エジプト政府は、第６次５カ年計画（2007/08～2011/12 年）の中で、貧困の削減と社会の各層・

各地域の間、農村と都市の間の格差是正をめざすとしたうえで、具体的に上エジプト地域を挙

げて、他地域との格差を是正することを政策目標として掲げている。本プロジェクトは、上エ

ジプト地域における対象 2 県の小規模農家の所得向上を上位目標としており、上記政策に合致

している。 
MALR は、2030 年に向けた新たな農業戦略「持続的農業開発戦略 2030 年」の中で、「継続的

かつ急速でダイナミックな農業セクターの成長に基づく、貧困層の救済、地方の貧困削減に配

慮した総合的な経済・社会開発の達成」というビジョンを掲げ、①農業資源の持続的活用、②

土地及び水利用の単位当たりの生産性の増加、③国内及び国際市場における農産物の競争性の

                                                        
19 農民は資金的な制約から低温貯蔵施設を保持・運営できない。大企業は保有しているが、保管料が高いために、個々の農民

が利用するのは現実的ではない。 
20 新聞・ラジオなどのメディアを通じた情報の公開。 
21 県農業事務所にも公営の育苗施設があるが、規模が小さく、すべての農民の需要を満たすのは困難であるため、民間の育苗

会社からの購入も一般的である。 
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向上、④戦略的な食料についての高い食料安全保障の達成、⑤農村における生活水準の改善及

び貧困率の軽減、を掲げている。本案件は、上エジプトの対象地域において、市場志向型アプ

ローチに基づいた普及活動を通じて小規模農家の農業所得の向上を実現することを目標として

おり、上記戦略の③及び⑤に資する事業として位置づけられる。 
 

２－１－３ わが国援助政策との関連 
「貧困削減と生活水準の向上」を援助重点分野のひとつとして掲げるわが国の対エジプト国

別援助計画（2008 年 6 月）において、農業・農村開発は重点開発課題として位置づけられてい

る。本案件は、貧困層が集中する上エジプト地域で市場志向型アプローチに基づく農業を通じ

た小規模農家の所得向上を図ることにより、同地域の貧困削減に具体的に貢献するもので、協

力プログラム「上エジプトの農業基盤・農村構造の改善」に位置づけられる。 
また、わが国は、エジプトを含む中央・北アフリカ諸国の改革・国づくりを支援する「ドー

ヴィル・パートナーシップ22」に参画し、①公正な政治・行政運営、②人づくり、③雇用促進・

産業育成の 3 つの重点分野の支援を表明している。本案件は、零細な土地の収益性を向上させ

て雇用の促進及び安定を図ると同時に、市場ニーズに基づく農家経営を推進するなど産業とし

ての農業の発展に貢献するものであり、このような観点から、③雇用促進・産業育成に資する

案件である。 
 

２－１－４ 当該セクターにおけるドナー協力の状況 
上エジプト地域の農業分野では、米国国際開発庁（United States Agency for International 

Development： USAID）をはじめ、国際農業開発基金（ International Fund for Agricultural 
Development：IFAD）や、国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）、アフ

リカ開発銀行（African Development Bank：AfDB）などが、小規模農家の生計向上を目的とした

農業開発プロジェクト（ローンも含む）を実施している。 
これらの多くは、需要の高い園芸作物の生産・加工・販売を行うため農民を組織化し、大規

模民間業者との連携もしくは契約生産を通じて輸出に結び付ける取り組みを行い、小規模農家

の所得向上をめざしている。また、流通・貯蔵・加工施設、輸送方法の改善のためのインフラ

整備、農産物の品質基準の策定、農産加工の導入に関する農家への指導を行うトレーナーの育

成も含まれる。 
プロジェクト対象地域におけるドナーの主な活動の現状は、以下のとおり。 

 
 （１）IFAD 

市場において需要の高い園芸作物の生産・加工・販売を行う農民グループを組織化し、

大規模民間業者との連携もしくは契約生産などを通じて輸出に結び付けることにより小規

模農民の所得向上を想定した取り組みが主体である。近年、IFAD は、小規模農家による融

資制度へのアクセス改善のためのマイクロクレジット事業や、農民グループを法人組織と

して設立するための中小企業開発、アグリビジネスの推進などの取り組みをマーケティン

グ・アプローチとして重点を置いている。 

                                                        
22 「アラブの春」以降、2011 年 5 月に G8 サミットにて立ち上げられた中東・北アフリカ支援のためのパートナーシップ。 
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対象地域における関連プロジェクトの概要は表２－１のとおり。 
    

表２－１ 対象地域における関連プロジェクト概要 

案件名 概要 金額 期間（年）

Agriculture 
Production 
Intensification 
Project（APIP） 

プロジェクトの対象は、土地なし、小規

模農家（3 フェダン未満）または女性世

帯主である。こうした対象者が生産性や

作付け率改善の技術に適応できるように

リサーチや普及、貸付など幅広い支援が

実施された。 

3,920 万米

ドル 
1995-2005

Upper Egypt Rural 
Development Project
（UERDP） 

ベヘイラ県、ケナ県、アシュート県にお

いて、貧困層の継続的な雇用と所得向上

を目的としている。プロジェクトでは特

にマイクロファイナンスや商業銀行との

連携、リサーチと普及による小規模ビジ

ネスの支援が行われ、小規模農家の単位

（土地、水）当たりの収益をより増やす

ことを目標とする。 

1,980 万米

ドル 
2007-2015

Promotion of Rural 
Incomes through 
Market Enhancement 
Project（PRIME） 

上エジプト地域では、ケナ県、ソハグ県、

アシュート県、ミニア県、ベニスエフ県

を対象に、農村地域における小規模農家、

土地なし労働者、女性などの生計向上を

目的としている。マーケティング支援、

農村金融及び事業管理の三本柱から成

り、農民組織の強化、融資プログラムの

提供といった活動を予定している。 

1 億 820 万

米ドル 
2012-2020

出典：調査結果を基に調査団で作成。 

 
 （２）USAID/CARE 

USAID は国際 NGO の CARE を支援して 2003 年から AERI/SHAMS23Project（総額 5,730
万米ドル）を実施し、2008 年に終了。160 以上の農民組合（Farmers’ Association：FA）が社

会連帯省の認定する NGO として登録された。地理的な境界線に縛られる農協と違い、興味・

関心が一致する小規模農家を中心に設立支援を行った。また、収穫後処理施設の建設など

も支援している。SHAMS はベニスエフ県、アシュート県、ケナ県で実施され、農業やアグ

リビジネスの就業機会の増加及び農村における所得向上を伴うエジプト農業の競争力強化

を最も重要な目的とした。USAID の上エジプトの普及システムに係る調査資料によると、

2011 年夏の時点で、SHAMS で設立された 160 の FA のうち約 40 が現在も存在する。残り

の 120 は不活発な状態にある。FA 形成の際は、FA が USAID 以外の資金源を自分たちで見

つける能力を身に付けることに最も留意したが、主として的確なリーダーの不在により組

                                                        
23 Agricultural Exports & Rural Incomes（AERI）, Enhanced Livelihoods from Smallholder Horticulture Activities Managed Sustainably

（SHAMS） 
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織活動が低迷することが多いとの分析をしている。 
USAID で技術移転を行う場合、米国の大学やコンサルタント、NGO などの専門家に加え

民間業者から栽培技術などの専門家を派遣し、マスタートレーナーを育成する。マスター

トレーナーのなり手としては、国立農業研究センター（Agricultural Research Center：ARC）

が全国 12 カ所に設置している農業研究所（Agricultural Research Station：ARS）のスタッフ、

農民の有志などである。プロジェクト実施中はマスタートレーナーに対して USAID から給

与が支払われる。終了後は、自身で技術を基に有料でサービスを提供する。 
現在、USAID は上エジプトではケナ県、アスワン県、ルクソール県を対象にプロジェク

トを実施している。 
 
 （３）SFD/AfDB 

AfDB は、エジプトにおけるファイナンス活動の中心的存在となっている行政法人、社会

開発基金（Social Fund for Development：SFD）と連携して、小規模農家の組織強化、中小企

業開発、金融アクセスの向上、及びローンの提供に特化した、Rural Income and Economic 
Enhancement Project（RIEEP）（総額 7,460 万米ドル）を 2010 年より約 5 年間の予定で実施

中である。プロジェクトは 2 つのコンポーネントから成っており、ひとつは、零細企業、

中小企業のアグリビジネスを対象とした融資プログラムの提供であり、もうひとつは既存

農民組織の技術研修、流通業者とのマッチングや金融機関スタッフの能力向上といった技

術協力コンポーネントとなっている。 
総額 7,460 万米ドルのうち、融資プログラムの資金として合計 7,000 万米ドル（中小企業

5,000 万米ドル、マイクロクレジット 2,000 万米ドル）が用意されており、上エジプト地域

は重点地域として 60％に当たる 4,200 万米ドルが充てられる予定である。RIEEP の融資プ

ログラムは表２－２のとおり。 
 

表２－２ RIEEP 融資プログラム 

〔単位：エジプト・ポンド（LE）〕 

 マイクロファイナンス向け 中小企業向け 

最大貸付額 
（NGO 経由）10,000 LE

（銀行経由）50,000 LE
2,000,000 LE

想定平均貸付額 3,000 LE 60,000 LE

利子率 窓口機関となる NGO 及び銀行による 9％

融資期間 3～5 年 
出典：IMAP ファイナルレポートより調査団で作成。 

 
マイクロファイナンス融資では、SFD から NGO または銀行に資金の貸付が行われ、これ

ら窓口となる機関が、農民や農民グループ等への貸付を行う。この際、SFD の貸付先とな

る NGO や銀行に対して、市場に応じた金利が適用される。SFD より貸付を受けた NGO や

銀行は各機関それぞれ金利を設定し、農民や農民グループへの融資を行う流れとなってい

る。 
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 （４）UNDP 
2011 年より UNDP 、国際連合工業開発機関（ United Nations Industrial Development 

Organization：UNIDO）、国際労働機関（International Labour Organization：ILO）、ジェンダー平

等と女性のエンパワーメントのための国連機関（United Nations Entity for Gender Equality and the 
Empowerment of Women：UN Women）が国連合同プロジェクトとして、Pro-Poor Horticulture Value 
Chains in Upper Egypt-SALASEL（総額約 750 万米ドル、2013 年 3 月終了予定）を実施している。 

上記プロジェクトは、2008 年に終了した USAID/CARE の SHAMS プロジェクトで支援し

た FA のうち、現在も活動している約 40 の FA から対象を選定し、上エジプト 5 県にある 6
つの FA が対象となっている。ミニア県、アシュート県ではそれぞれ 1 つの FA が対象とな

っている。FA の規模は、1 組織当たり 200～300 人程度であり、支援の一環として施設のリ

ハビリも行っている。農協については、政府による農業生産計画を実施するエージェント

として農家を管理する組織であったという過去の経緯があるため、同プロジェクトでは農

民からの信頼が高くないと考え、対象としていない。ただし、FA には農民が希望すれば参

加可能であるので、既存農協の受益者との重複はあると考えられる。 
プロジェクトの受益者は小規模農家で、アプローチも JICA と類似しているが、アグリビ

ジネスが可能になる段階までをターゲットスコープとしている点が異なる。しかし、UNDP
の担当者によれば、種子の品質が低い、収穫量が不十分などの理由からビジネス以前に問

題があり、プロジェクトの成果は芳しくないのが現状であるとのこと。MALR の普及員は

50 歳代の中高年が多く、機動性があまり高くないため、SHAMS と同様に村の若者などをマ

スタートレーナー（約 20 名）として育成している。マスタートレーナーが加工を含めた技

術の普及を行っており、プロジェクトとしては農民に対する直接の訓練は行っていない。 
 
２－２ プロジェクトの基本計画 

２－２－１ プロジェクトの戦略 
 （１）営農研修の実施 

・営農に係る費用と便益を把握し、戦略的に計画立案できるよう、農家に対して農家経営

の改善に係る研修を実施する。なお、その際には、エジプトでは識字率が低いことにか

んがみて、文字を読み書きできない農民も習得可能な方法を検討する。 
 
 （２）対象農協及び対象小規模農家の選定方法 

・持続的かつ自主的な活動を担保するため、プロジェクトの対象農協及び対象農家は、市

場志向型アプローチの趣旨を理解し、かつモチベーションの高い農協及び農家を選定す

ることとする。 
・プロジェクト期間中に一連の活動を、対象郡を変えながら 3 サイクル実施するため、各

サイクルの開始時に対象農協及び対象小規模農家を選定する。 
・なお、対象小規模農家は周囲の小規模農家のモデルとなることが期待される。 

 
 （３）モデルの普及 

・成果１から成果３で市場志向型アプローチに基づいた普及のモデルを構築した後、市場

志向型アプローチで成功した農家を活用しつつ、成果４の活動で各レベル（対象農協が
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同農協に属する周辺の小規模農家に、郡が郡内にある対象農協以外の農協に）で活動を

普及させ、将来的には上エジプト地域全体に波及させることを想定する。 
・なお、成果４の活動は、上位目標であるミニア県及びアシュート県の小規模農家の所得

向上を達成するための試行という位置づけでもある。 
 
 （４）県レベルのプロジェクト運営・技術委員会の設置 

・本案件の実施に際しては、各県レベルに委員会を設置する。委員会は県農業局の農協部、

農事部、農業研究所（ARS）などがメンバーとなる。これにより、普及と研究の協力関係

をより強化し、プロジェクト期間終了後も含めて、問題発生時の迅速な対応、新品種等

の導入などを行う体制を構築する。 
 
 （５）研修の実施方法 

・以下の 2 点を踏まえて研修を実施する。 
－トレーナーの効果的な育成 

MALR は若手職員の新規採用を進めてきており、これら若手の育成が重要な課題で

ある。研修実施の際には、若手とベテラン普及員の両方が参加するよう留意し、ベテ

ランの経験を若手に伝えられるように工夫する。 
－効果的な技術及び知識の普及 

農家は、座学で得た知識に基づく技術より実践的に指導された技術をより多く取り

入れている傾向がみられた。そのため、研修実施の際には、講義と実践がバランスよ

く含まれるようにする。 
 
 （６）経験交流の促進 

・本案件はミニア及びアシュートの両県を対象としている。日常の活動は県ごとに実施さ

れるものの、各県における取り組みについて学び合いを促進するため、プロジェクト期

間中に視察等の機会を設ける。 
 

２－２－２ プロジェクトの概要と協力の枠組み 
本調査において、日本側、エジプト側双方が合意した協力の概要と枠組みは以下のとおりで

ある。付属資料４及び６に添付されている PDM も併せて参照されたい。 
 
 （１）協力概要 

１）プロジェクト名 
（和）小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト 
（英）Improving Small-Scale Farmers’ Market-Oriented Agriculture Project 

２）プロジェクトサイト/対象地域名 
ミニア県及びアシュート県24 

                                                        
24 両県のすべての郡をプロジェクトの対象とし、各郡から対象農協を 1 つずつ選定する。ミニア県には 9 郡、アシュート県に

は 11 郡であり、全 20 郡が本案件の対象となる。 
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（人口：ミニア県 4,471,406 人、アシュート県 3,697,729 人 
面積：ミニア県 32,279km2、アシュート県 25,926km2 
農地面積：ミニア県 198,564ha、アシュート県 145,009ha）25 

３）事業スケジュール（協力期間） 
2013 年 5 月～2018 年 4 月を予定（計 60 カ月） 

４）総事業費（日本側） 
約 5 億円 

５）相手国側実施機関 
（和）農業土地開拓省 

－農業サービスフォローアップ局 及び 
－農業普及局 

（英）Ministry of Agriculture and Land Reclamation（MALR） 
－Agricultural Service and Follow-up Sector（ASFS） 
－Agriculture Extension Sector（AES） 

６）プロジェクトの実施体制 
プロジェクトはエジプト側の実施機関である MALR 農業サービスフォローアップ局及

び農業普及局のカウンターパート（Counterpart：C/P）のほか、ミニア県及びアシュート

県の県農業事務所のコア C/P、並びに郡農業事務所、郡普及センターの普及スタッフと、

日本側専門家チームとの共同活動により実施される。プロジェクトの各成果の担当（案）

は以下のとおり。プロジェクト開始後に関係者と専門家チームが協議し、役割分担を明

確にする。 
 

 国レベル 県レベル 郡レベル 

 MALR 農業事務所 農業事務所 普及センター 

成果１  ◎ ○  

成果２ ○ ◎   

成果３  ◎ ○ ○ 

成果４  ◎ ○ ○ 
（◎は主体となる C/P、○は現場活動を担当とする C/P） 

 
７）投入（インプット） 

【日本側投入】 
① 専門家派遣 

専門家チームは以下の各分野をカバーする。（5 年間で 93MM 程度） 
・総括／市場志向型農業 
・適正農業技術及び普及 
・農業協同組合支援 

                                                        
25 Egypt in Figure 2010, CAPMAS 及び Study of the Indicators Agricultural Statistics, MALR 
 



 

－12－ 

・ジェンダー／農村社会 
・業務調整／研修監理 
・その他短期専門家（必要に応じて） 

② その他の投入 
・C/P 本邦研修、第三国研修（年間 5 名程度） 
・機材供与：成果２及び３に関係する機材、事務機器など 
・プロジェクト活動経費（技術の開発・検証、展示圃場運営に係る経費、専門家

活動費 など） 
 

【エジプト側投入】 
エジプト側から必要とされる投入は、以下のとおりである。 
・C/P 配置 

プロジェクトダイレクター（MALR 農業サービスフォローアップ局長）1 名 
プロジェクトマネジャー（同局農業協同組合中央部長）1 名 
MALR 農業サービスフォローアップ局及び農業普及局より 4 名 
アシュート県農業事務所 9 名 
ミニア県農業事務所 6 名 

・プロジェクト専門家執務室（ミニア県及びアシュート県農業事務所敷地内、MALR
農業サービスフォローアップ局内） 

・プロジェクト活動経費（研修実施経費、C/P 人件費、旅費 など） 
・プロジェクト活動に必要な便宜供与 

８）本事業の受益者（ターゲットグループ） 
・ミニア県及びアシュート県の小規模農家並びに周辺小規模農家 2,400 名26 
・MALR 農業サービスフォローアップ局及び農業普及局（6 名）、県農業事務所（15 名）、

郡農業事務所（20 名）、郡普及センター（15 名）、村落農協の普及員（80 名）合計約

140 名 
・ミニア県及びアシュート県の村落農協職員/普及員 約 120 名27 

 
 （２）協力の枠組み 

１）上位目標： 
ミニア県及びアシュート県の小規模農家の農業所得が向上する。 
 
＜指標＞ 

ミニア県及びアシュート県の小規模農家において農業所得が XX％上昇する28。 

                                                        
26 ミニア及びアシュート両県内の全 20 郡よりそれぞれ約 40 名ずつを対象小規模農家とし（20 郡×40 名＝800 名）、対象小規模

農家当たり 2 名を周辺小規模農家とする（800 名×2 名＝1,600 名）。 
27 ミニア及びアシュート両県内の各郡より対象村落農協を 1 つずつ選定。各農協職員 2 名を対象とし（20 郡×約 2 名＝40 名）、

対象農協当たり 2 つを周辺の村落農協とし、農協職員/普及員 2 名を対象とする。（20 郡×2 農協×2 名＝80 名）。この 120 名

は成果４に係る活動の対象。 
28 ％はベースライン調査後 3 カ月以内に設定される。 
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２）プロジェクト目標： 
ミニア県及びアシュート県の対象小規模農家並びに周辺小規模農家の農業所得が向上

する。 
＜指標＞ 

ａ．プロジェクト対象小規模農家の平均農業所得が XX％上昇する29。 
ｂ．周辺小規模農家の平均農業所得が XX％上昇する30。 

 
３）成果及び活動 

成果１：市場志向型アプローチに基づいた普及フロー31が確立する。 
＜指標＞ 

ａ．市場志向型アプローチによる普及フロー案が考案される。 
ｂ．市場志向型アプローチによる普及フロー案の作成及び改善プロセスについての

関係者による 5 段階評価の平均点が 4 以上である。 
ｃ．プロジェクト活動の実施を通じ改善された市場志向型アプローチによる普及フ

ローが合同調整委員会（Joint Steering Committee：JSC）で承認される。 
 

＜活動＞ 
1-1 市場志向型アプローチによる普及フロー案を合意する。 
1-2 対象農協及び対象小規模農家の選定方法を合意し、それに基づき選定する。 
1-3 対象農協及び対象小規模農家に対するベースライン調査を行う。 
1-4 対象農協内の対象小規模農家と農業ビジネス関係者が対話する場を設ける。 
1-5 対象農協内の対象小規模農家へ市場調査、営農計画立案に係る研修を実施する。 
1-6 対象小規模農家の市場志向型アプローチに基づいた営農計画立案を支援する。 
1-7 普及員に対して 1-6 の計画実施に必要な農業技術のトレーナー研修（Training of 

Trainers：TOT）を行う。 
1-8 TOT を受けた普及員による対象小規模農家向けの技術研修実施の支援を行う。 
1-9 対象小規模農家の営農活動のモニタリングを行う。 
1-10 上記活動を検証し、市場志向型アプローチに基づいた普及フローに必要な改善

を行う。 
 

成果２：付加価値の高い農産物を生産する技術が開発・検証される。 
＜指標＞ 

ａ．検証・開発された技術に関するガイドライン・マニュアルが作成される。 
ｂ．検証・開発された技術の 70％以上が普及員向け TOT に含まれる。 

 

                                                        
29 ％はベースライン調査後 3 カ月以内に設定される。 
30 同上 
31 普及フロー：農家と市場関係者との関係づくり、農民による市場調査、作物の選定、市場調査の結果に基づく活動計画策定、

栽培技術研修等によって構成される一連のイベント及び活動。 
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＜活動＞ 
2-1 IMAP の調査結果及び対象小規模農家の営農計画等に基づき、新たに開発・検

証が必要な技術を把握する。 
2-2 2-1 で把握した技術の開発・検証を行う。 
2-3 開発・検証した技術を普及員の TOT（活動 1-7）に導入する。 
2-4 市場志向型アプローチの実施32を通して必要と確認された既存技術の改善を図

る。 
 

成果３：対象農業協同組合（農協）の活動計画策定・実施能力が強化される。 
＜指標＞ 

ａ．対象農協の小規模農家の所得向上に向けた活動計画が作成される。 
ｂ．対象農協の活動計画に基づく活動が 70％以上達成される。 

 
＜活動＞ 

3-1 対象農協組織の活動計画立案にあたって農協の弱み・強みを把握する。 
3-2 対象農協を対象に小規模農家の所得向上に向けた活動計画の策定・実施に係る

研修を実施する。 
3-3 村落レベルの普及員が、対象農協による 3-2 の活動計画の実施を支援するよう

助言する。 
 

成果４：対象農協内及び対象郡内で市場志向型アプローチに基づいた営農手法が広ま

る。 
＜指標＞ 

ａ．対象農協によって営農手法の普及計画が作成される。 
ｂ．対象農協内において市場志向型アプローチによる新たな農業活動が行われる。 
ｃ．郡農業事務所による営農手法の普及計画が作成される。 
ｄ．対象郡内で新たな農協の農業活動が行われる。 

 
＜活動＞ 

4-1 対象農協が農協内の対象小規模農家以外の農家に対して市場志向型アプローチ

による営農手法の普及計画を策定することを支援する。 
4-2 対象農協による 4-1 の計画の実施をモニタリングする。 
4-3 郡普及員が郡内の対象農協以外の農協に対して市場志向型アプローチによる営

農手法の普及計画を策定することを支援する。 
4-4 郡普及員による 4-3 の計画実施をモニタリングする。 
4-5 県農業局が市場志向型アプローチによる営農手法の普及計画を策定することを

支援する。 

                                                        
32 成果１に係る一連の活動を指し、本活動では新しい技術の開発・検証のみならず、必要に応じて既存技術の改良にも取り組

む。 
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 （３）前提条件・外部条件 
１）事業実施のための前提条件 

エジプトの政治情勢が著しく悪化しない。 
２）成果達成のための外部条件 

幹部職員の人事異動がプロジェクトの実施に悪影響を及ぼさない。 
３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

プロジェクトで技術移転を受けた C/P が継続して勤務する。 
４）上位目標達成のための外部条件 

市場志向型アプローチによる普及活動の実施に必要な MALR の予算が確保される。 
 

２－２－３ プロジェクトの暫定スケジュール 
本調査の結果、暫定的に策定し、エジプト側と協議のうえで合意に達した暫定の活動計画（PO）

は、付属資料５及び６に示すとおりである。 
 

２－２－４ プロジェクトの運営管理・モニタリング・評価体制 
本プロジェクトの運営管理・モニタリング・評価に関する体制として、日本側、エジプト側

双方は、以下の内容に合意した。 
 
 （１）運営管理 

本プロジェクトの実施体制は、付属資料３ Annex3 の Project Organization Chart に示すと

おりである。各関係者・関係機関の役割等は以下のとおりである。 
 
１）MALR 

ａ）Project Director 
MALR 農業サービスフォローアップ局（ASFS）局長 
プロジェクトの全般的な実施監理に責任を負う。 

ｂ）Project Manager 
MALR 農業サービスフォローアップ局（ASFS）農業協同組合中央部（Central 
Administration of Agriculture Cooperation：CAAC）部長 
プロジェクト活動の実施に責任を負う。 

２）JICA 専門家 
MALR に対し、プロジェクトの実施に関する技術的助言等を行う。 

３）合同調整委員会（JSC） 
実施にあたっては JSC が設置される。JSC は、少なくとも年 2 回開催され、年間活動

計画の承認、進捗のレビュー、活動のモニタリング・評価の実施などを行う。MALR 農

業サービスフォローアップ局長が議長、MALR の関係部局（農業普及局、アシュート県

及びミニア県農業事務所など）の長、及び JICA 専門家、JICA エジプト事務所代表がメ

ンバーとなる。 
４）プロジェクト管理・技術委員会（Project Management and Technical Committee：PMTC） 

JSC の下に、日常的なプロジェクトの運営管理・意思決定を行う実施部隊として、ミニ
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ア県及びアシュート県それぞれに、県レベルのプロジェクト管理・技術委員会（PMTC）

を設置する。同委員会は少なくとも 3 カ月ごとに開催され、県農業事務所の農協部及び

農事部、農業研究所（ARS）などがメンバーとなる。 
 
 （２）モニタリング・評価 

モニタリング・評価として、以下の内容を実施することに、双方が合意した。 
各対象郡での活動開始時33 ベースライン調査 
事業中間時点 中間レビュー 
事業終了 6 カ月前 終了時評価 
事業終了 3 年後 事後評価 

 
２－３ 農業分野の行政に係る現況 

２－３－１ 行政体制 
 （１）中央行政体制 

エジプトの農業に関する行政体制は、中央集権体制であり、予算や主要幹部の人員権は

すべて中央官庁が握っている。地方行政組織は中央官庁からの農業政策・予算によりその

行動が決定されている。 
組織の体制は、中央官庁の下に、各県に県事務所を配置し、その下に、郡事務所を置き、

さらに村落レベルの事務所を配置している。 
中央官庁には、農業農地開拓大臣（Minister）の下に、8 局（Sector）が組織され、各局に

は 2～4 部（Central Administration：CA）が組織され、農業政策や農地開拓政策の実施をつ

かさどっている。プロジェクトに直接関係する部局は農業普及局（AES）と農業サービスフ

ォローアップ局（ASFS）である。AES の下には農業普及・環境部（Central Administration of 
Agriculture Extension and Environment：CAAE）ほか 3 局が組織され、普及に係るさまざまな

業務を担当している。ASFS の下には、農業協同組合中央部（CAAC）ほか 3 部が組織され、

農協の監督や農地保全などに関する業務を担当している。このほか、土地開拓局など農業

政策を実施する 6 局が組織されている。 
また、農業農地開拓大臣（Minister）の直轄組織として、農業に関する各種の試験研究を

行う国立農業研究センター（ARC）がある（図２－１参照）。 
 
 

                                                        
33 本案件では、プロジェクト期間中に一連の活動サイクルを 3 回実施することとしている。活動サイクル毎に対象県内で対象

郡を変えながら展開していくため、ベースライン調査は各活動サイクルの開始時にそのサイクルの対象郡に対して行う計画

である。 
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 （２）県、郡、村レベルの体制 
中央官庁の下に、県農業事務所、郡農業事務所がある。郡レベルの下に、村レベルの職

員が農協に派遣されている。 
各県（Governorate）の農業行政をつかさどる組織は、おおむね中央の組織を継承してい

る。県の農業行政組織の長は次官（Undersecretary）であり、県内の農業行政全般の実施権

限を有し、責任も負っている。県職員の給与はすべて国から支給され、県予算からの財政

補填はない。 
県農業事務所は、職員の給与の支払いや人事管理を行っている財政・管理局（Financial 

Administration Unit）、郡及び村レベルの農協の管理・監督を行う農協局（Agricultural 
Cooperation Unit）、そして郡農業事務所の監督やモニタリングを行う農事局（Agricultural 
Affairs Unit）から成っており、ミニア県全体で約 3,800 人のスタッフが配置されている。農

協に係る組織は農協局の下に 5 つの部、すなわち、①組織指導部、②財務フォローアップ・

農協会計部、③事業局、④流通部、⑤技術部が組織されており、その各々の責務は以下の

表２－３のとおりである。この中で、農協と直接関係する部署は組織指導部である。 
県の下部組織として、各郡（District）に同様な組織が組織され、農業行政を行っており、

配下の村の数によって 70 名～130 名程度のスタッフが配置されている。 
 
 

表２－３ 県農業事務所の農協関連組織 

部署 業務 

組織指導部 

農協組合長の承認、専門農協の監理、倉庫建設と管理、農協活動に

関する月報と年報の作成、農地に関する違法行為の取り締まり、情

報センターその他の部署からの資料収集、識字率の向上と融資、農

業協同組合理事会新理事の研修 

財務フォローアッ

プ・農協会計部 

村・郡の農協（村落農協と専門農協）の財務及び組合活動のフォロ

ーアップ及び郡農協の監理、農協関連予算編成、農協新聞及び農業

雑誌講読料の農協からの徴収、農協関連労務者の調整、農協の改善、

種子その他生産資材の保管 

事業部 農協関連事業の監理 

流通部 
コムギ、綿花、メイズの流通情報、畜産及び牧草類の需要量、野菜

（タマネギ、ニンニク）・果物の流通、農協関連統計 

技術部 
農業機械化事業のフォローアップ（トラクター、削土機など）、使用

しない機械のオークション、技術面における郡農協支援・監督 

 
さらに、農民を直接指導する村レベルの組織がある。村レベルには ASFS 及び AES から

普及員を含む職員が派遣され、農協と密接に連携をとって農業行政指導を行うとともに、

営農上の問題を解決する責務を負っている。村レベルの職員と農協を一体として、「XXX 村

農協（Agricultural Cooperative in XXX Village）」と称している。 
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２－３－２ 普及、農民組織強化 
 （１）普及 

農業普及活動については、MALR の AES の専権事項で、地方レベルでは 9 つの普及セン

ターが全国に設置されている。上エジプトには、ベニスエフ、ミニア及びルクソールの 3
カ所に地方レベルの普及センターが設置されている。各県にも普及局があり、普及員がそ

れぞれ県・郡・村レベルに配置されている。このほか、ミニア県の Mallawi 郡に研修センタ

ーが設置されている。このメディアセンターでは、宿泊施設を併設しており、主に県、郡、

村レベルの普及員に対して栽培技術や新品種、病害虫対策等の研修を実施している。 
AES は農業生産性の改善のみならず、農村開発も担当している。その主な業務は、①食

料安全保障の観点から、戦略作物の生産性較差の縮小、②調査と普及活動の連携の強化、

③農民の現地学校（Farmer’s Filed School）や農民間のような新しい普及活動の開発、④農

民レベルからの開発アプローチの促進、⑤政府レベルの普及計画の実施のモニター、⑥普

及員と農民の訓練プログラムの策定と監督、⑦農民の新しいニーズや興味に対する応答、

⑧地方の資材を用いたマイクロ/小規模事業を用いて農民生活の質の向上を支援すること

である。 
各レベルの普及局の主な役割は以下のとおりである。 

 
表２－４ 県・郡・村における普及局の役割 

レベル 役 割 

県農業事務所 １．MALR 本省から指示される普及プログラムの実施 
２．展示圃場の選定 
３．郡/村レベルの普及技術員の訓練日の設定 
４．展示圃場の視察と指導・監督 
５．試験研究機関からの勧告の伝達とその実施の見届け 
６．現地視察の日程の調整 
７．普及所における講義や訓練計画の策定・実施 
８．栽培技術等に関する刊行物やパンフレットの郡レベルへの配布 

郡農業事務所 １．県レベルから指示された普及プログラムの実施 
２．村レベルへの栽培技術などに関する刊行物やパンフレットの配布 
３．栽培期間中の農地視察 
４．普及所における講義や訓練計画の策定・実施 
５．県レベルと共に、農民が直面している問題の解決に関与 
６．上部機関に上げる農業の現状報告書の作成 
７．県レベルの訓練プログラムへの参加 

村レベル １．農民へ技術的勧告に基づいたセミナーや面接指導の実施 
２．継続的な現地営農指導や問題の解決、及び解決不可事項の郡レベル

への報告・問合せ 
３．村内の展示圃場の選定 
４．農民に農場で面接し、指導結果や新規勧告のフォローアップ及び現

地確認 
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農業技術などの村レベルの普及は上述の AES 管轄下の普及技術員（Extension Engineer）1
名と普及員（Extension Worker）数名以上が各村に配置され、日常の普及業務を行っている。

かれらの日常の業務は、農民の要請による現地指導が主である。普及担当者の足となる車

両の供給はなく、普及担当職員は管轄村内を徒歩で巡回し、栽培上の問題点を見つけると、

農民に耕種法や防除方法を伝授する。農民は、新しい栽培法や新品種など営農上の問題点

を普及員に無料で相談できる。 
村レベルの職員は、主に病害虫防除指導、違法農地転用の取り締まり、新品種や種子の

紹介などを行う“Agricultural Cooperative Unit”と、一般事務、融資事業、肥料や農薬の販

売仲介を行う“Agricultural Unit”で組織され、そのほか 2～3 名程度の清掃員、警備員とい

った雑役スタッフから成っている。人口や農地面積によって職員数は異なるが、おおむね

数名から十数名程度のスタッフが各村落の村落農協で勤務している。普及技術員の下に普

及員が 4～5 名が配置されており、ある村では村の全農地を 50 ブロックに区分けし、1 名の

普及員が 1 日当たり 2 ブロックを巡回している。巡回の足としての車両は支給されておら

ず、徒歩での巡回である。巡回時に農民と対話形式で営農指導を行うとともに、農作物の

生育状況を視察し、農民を指導し、病虫害の大規模発生を予防している。 
また、村落農協には各 1 カ所の展示圃場が設置されており、コムギ、メイズ、野菜の新

品種の展示栽培などが行われており、一部の展示圃場では ARC が専門職員を派遣するなど、

連携を取りながら運営されている。この展示圃場は毎年位置を替え、運営されている。近

傍の農民はその展示圃場で多くの情報を得ることができる。 
全国に 194 カ所の普及センターがある。アシュート県には全部で 18 の普及センターがあ

り、農業研究機関と連携した活動を行っている。具体的に連携している機関は、①カイロ

栄養研究センター、②カイロ農業研究センター、③アシュート農業研修センター、④アシ

ュート植物防疫研究所、⑤アシュート獣医医薬研究所、⑥カイロ食料農業機構、⑦商業省

及び貿易産業省となっている。これらの機関から専門スタッフの派遣や情報提供を受ける

といった連携を取っている。 
普及センターでは、普及員や農民に対して特定課題に対するセミナーや現地視察といっ

た研修が行われており、コンピュータや視聴覚機材などの設備が完備している。これらの

普及センターは 1996 年から 2004 年に設立されたが、その後は資金的制約から新規設立は

なされていない。ミニア県の 6 カ所の普及センターは 48 村をカバーしている。一方、アシ

ュート県は、9 カ所のセンターが 44 村をカバーしている。（図２－２参照） 
ARC は全国に ARS を 12 カ所設置し、各地域の異なった環境に適した作物や家畜などの

栽培・飼育の試験・研究を行っている。アシュート県ではこの Station が 52 フェダンの試験

圃場をもって稼働中である。この Station は 12 部局から成り、この地域で栽培・飼育されて

いる動植物の栽培・飼育の現地適応試験・研究を行っている。試験研究業務以外に、年 10
回ほどの訓練/講義を、政府予算を用いて現地で行っている。これらの試験・研究結果は ARC
の中央試験場に報告され、県などの地元には報告されていない。しかし、地元からの要請

があれば情報提供を行っている。この Station には総勢 150 名が勤務している。 
ミニア大学では Bio Fertilizer の研究を行い、2004 年から Bio Fertilizer を農民に販売して

いる。現在は 65 農民が使用しており、好成績を上げているという。 
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 （２）農民組織 
エジプトの農協システムは「農業協同組合法 No.120」に基づき、中央レベルでは“General 

Agricultural Cooperative Society”、県レベルで 22 の“Central Agricultural Cooperative Society”、
郡レベルで 136 の“Combined Agricultural Cooperative Society”、そして村レベルで各村に

“Local Agricultural Cooperative Society”が組織されている。これらの組織は、法令上は民間

組織であるが、農業政策と密接に関連しているため、MALR の ASFS の傘下にある CAAC
が間接的に関与している。主な運営財源は、肥料や農薬の販売利益、組合員の組合費、各

種事業による便益である。各組織の長や幹部職員は 5 年ごとに実施される選挙によって選

出される。 
農協は総合農協と専門農協の 2 種類に大別できる。総合農協の現在の主な機能は、種子

や肥料といった農業資材の提供、農地管理、農業技術の普及活動などを行っている。専門

農協は園芸作物やニンニクなどの各専門作物を扱い、当該作物の資材提供、集荷・販売と

位置づけられている。ただし、その活動は必ずしも明確になっておらず、統制も取られて

いないのが実情である。 
1980 年代以後に実施された農産物栽培の自由化政策以前は、総合農協も作物の集出荷業

務も担っていた。自由化政策以後は、作物を農民が自由に選択でき、農民が自由に販売も

可能となったために、農協の集出荷の役割は消滅しているが、法律上は集出荷業務も担え

ることになっている。エジプト政府は作物の自由化後も、上エジプト地域では灌漑用水量

が比較的大きい水稲栽培を禁止しており、サトウキビ栽培を許可しているが、近年用水量

の比較的少ないビート栽培を奨励している。 
農協組合員は基本的に農地保有者に限定されており、土地なし農民（小作人や農業労働

者）は組合員とはなっていない。農協法上では土地なし農民も組合員として加入が可能の

ように解釈できる部分もある。 
入会時に 5 LE、年間 2 LE/フェダンの組合費を徴収している。聞き取り調査を行った総

合農協の組合員数はおよそ 500 人程度から 1,800 人程度、保有資産はおよそ 10,000 LE から

80,000 LE と、農協によって組合員数やその資産は大きく異なる。農協の収入のほとんどが

年間の納入組合費のところもあれば、組合費以外にも倉庫の家賃収入などがあったり、資

産を所有している農協も存在する。また、事務所に関しても、自前の事務所をもつものも

あれば、賃借している農協もある。一般に村落農協事務所は、机、椅子、書庫等の事務機

器を設置しているが、このほかに電話を設置している農協もあるが、コンピュータ等の電

子機器類は未整備である。 
村落レベルの総合農協には、組合員で構成される理事会が存在している。通常、理事会

メンバーは組合員の中から 5 年ごとの選挙によって選ばれ、理事長や秘書といった役職が

存在している。理事会メンバーは村の規模によって異なり、数名から十数名程度であり、

村の有力者がメンバーとなっていることが多い。政府職員である農協スタッフと違い、理

事会メンバーは基本的に無給であり、年に 1 人当たり 12 LE の会議参加手当を受け取って

いる。 
理事会の主な役割は、通常 2 週間に 1 回の定例会議の開催し、村内の農業に関する課題

の話合いや政府スタッフとの折衝、農民への情報伝達といった機能を果たしている。例え

ば、理事会の会議で農薬や肥料の価格高騰や水不足といった問題に対する話合いや、農民
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参加のトレーニング等の情報が理事会を通じて農民に伝えられている。会議議事録は書面

にて記録・保存されており、会計監査は郡レベルから担当者が来て、会計簿をチェックし

ている。 
 

１）ミニア県における農協 
ミニア県における総合農協は、村落レベルで 342 農協、郡レベルで 9 農協、県レベル

に 1 農協が組織されており、合計 352 農協が組織されている。専門農協には①野菜・果

樹農協、②タマネギ・ニンニク農協、③ジャガイモ農協、④養蜂農協、⑤黒糖農協、⑥

製糖農協、⑦畜産農協、⑧家禽農協、⑨穀物農協（コムギ及びメイズ）の 9 組織がある。 
村落総合農協に配置されている普及員によれば、年間 2 回程度の研修が実施されてお

り、県農業事務所にて新品種に関する情報や病害虫情報を研修を通じて得る。農協によ

れば、普及員は特に園芸作に関する知識が不足しており、園芸作に関する研修が必要だ

という意見が聞かれた。また、各農協につき 1 名の農業普及技術者と数名の普及員が配

置されているが、農協には通常 500～1,800 人規模の組合員がいるため、十分な普及活動

がなされていないという意見が県職員から聞かれた。普及員の中高年齢化が進み、近い

将来、普及員の欠如や普及技術の低下が危惧されている。 
２）アシュート県における農協 

アシュート県では、250 の村落総合農業協同組合（農協）と郡レベルに 11 の農協が存

在している。また、専門農協は、①野菜果樹農協、②穀類流通農協（綿花、コムギ、メ

イズ）、③養蜂農協、④畜産農協の 4 つの専門農協が県レベル設置されている。 
農協の組織、組合員の参加資格、組合費、収支はミニア県とほぼ同じである。 

 
 （３）マーケティング 

農産物の流通は、農家から仲買人を通じて、卸売市場でセリによって価格決定されてい

る。仲買人は村内の人や村外の人で、農民とは古くからの付き合いにより安定した関係を

保っている。農民は作物作付け時に仲買人から前払い金（借金）を受け、種子や肥料の購

入、農機具のレンタル料の支払いなどに充てている。この清算は仲買人が卸売市場で農産

物が販売できた後に販売代金から前払い金を差し引く形で精算し、残金が農民の収入とな

る。農民が仲買人に売る価格は、仲買人が決定し、農民はそれに従うのみである。 
アシュートの卸売市場は、日本の公設市場とは異なり、卸売商店が集合している場所で、

卸売商人は、換言すれば、大規模な小売商人のような性格をもっている。一般の小売商人

と異なるのは、販売価格がセリによって決定することである。 
農民から委託を受けた仲買人は、卸売商店に農産物を預託し、買い手を待つ。農民が農

産物を直接卸売店に持ち込むことも可能である。だが、大部分の農民は運搬手段をもたな

いため、仲買人に依存せざるを得ない状況にある。仲買人は農産物が完売するまで現金（売

掛金）を手にできない。卸売り商人は荷受け証書を仲買人に発行し、後日の精算証拠とす

る。農産物の価格は買い手が現れるまで決定されない。売れ残った農産物は最終的に価格

を下げてでも売り尽くす。卸売り商人の手数料は販売価格の 5％である。仲買人は、後日、

電話で売行きの状況を聞き、完売したら代金を回収する。卸売り商人と仲買人は長い期間

取引を行っており信用取引を行っている。仲買人は農産物が完売し、代金が回収された後、
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Net Income

6,600 wheat 0.5 2,000 maize 1.0 2,600

(2,600) berseem 0.5 2,000

9,000 wheat 0.5 2,000 maize 1.0 2,600

(5,500) garlic 0.5 4,400

9,000 wheat 1.0 4,000 maize 1.0 2,600 potato 1.0 2,400

(5,000)

9,400 wheat 0.5 2,000 maize 0.5 1,300

(5,400) marjoram 0.5 6,100 (perennial)

6,000 sugar cane 1.0 6,000 (perennial)

(2,000)

Source of cost and income: Minia Agriculrural Directorate
(    ): Net income - rent.  Rent = LE4,000/year (surveyed by the Study Team)

(LE/year) Crop
Area
(fed)

Profit
(LE)

Crop
Area
(fed)

Profit
(LE)

Winter Crop Summer Crop Nile Crop

Crop
Area
(fed)

Profit
(LE)

C Traditional + Perennial crops

D Perennial crops

B-1
Traditional + Winter profitable
crops

B-2
Traditional + Summer or Nile
profitable crops

Pattern

A Traditional crops

農民に売上金を支払う信用取引を行っている。農民が仲買人から前払い金を受け取ってい

た場合は、売上金からその金額を差し引いて、差額が支払われる。仲買人は運搬費や手数

料も代金から差し引く。 
卸売り商人のもとには、遠く下デルタ地域からの農産物や海外からの農産物（主に果物）

も搬入され、競り売りで販売されている。 
 
２－４ 農家及び農協の現況 

２－４－１ 農家の現況 
以下は IMAP 調査報告書の要約である。IMAP 時点で実施された農家経済調査を基に農家の状

況を述べる。ミニア及びアシュートの両県とも、所有面積 3 フェダン以下の農家数は全体の 90％
以上で、1 フェダン以下の農家はミニア県では 70％以上、アシュート県では 60％以上と、零細

農家が非常に多い。この傾向は県全体の傾向とほぼ同じである。 
栽培作物は、冬作はベルシウム、コムギ、夏作はメイズの伝統作物を栽培している農家が多

い。しかし、伝統作物を栽培している農家の純益は 6,600 LE/年であるが、園芸作物を導入して

いる農家の純益は 136％の 9,000 LE/年の収益を上げている（表２－５参照）。同表の括弧内の数

字は小作人など農地を借地している農民の借地代を差し引いた収益である。地代も年々上昇し

ており、農民の収益を圧迫している。 
 

表２－５ 対象地域の営業状況 

 
IMAP 報告書で記述されているように、所有面積規模による収益は、2 フェダン以下の農家の

収益は 5,000 LE/年以下が多いが、その中でも 10,000 LE/年の収益を上げている農家もいること

が報告されている。同じ面積の農地を所有している農家でもその収入に大きな差がある。これ

は伝統作物のみの栽培農家と野菜など園芸作物も栽培を行っている農家との差であるとされて

いる。 
 



 

－25－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－３ 所有面積規模による収益 
 
今回の現地調査でも、ミニアの 2 フェダン経営農家のなかには、ジャガイモ、コムギ、メイ

ズ、ニンニク、大豆を栽培し、年間 10,000 LE の収益を上げている農家があった。この農家は、

市場価格と仲買人価格とを比較して販売先を決め、時にはカイロの市場にまで農産物を販売す

る。農作物の輸送は必要時に運搬車両を借りて行っている。市場とうまく連携することで収益

を上げている良い例である。なお、この農家は、問題点として肥料価格の高騰と水不足を挙げ

ている。 
このように市場情報を利用した営農体系を取り入れれば、収益を向上させることが可能であ

る事の一例である。 
 

２－４－２ 農協の現況 
農協は各集落単位で組織されている。農協は農協法に基づいて設立され、1960 年代に結成さ

れたものが多い。農協の組合員は、集落内に農地を所有している農民に組合員になる資格が与

えられている。小作人や農業労働者は組合員になっていない。また、不在地主のなかには組合

費の拠出やその他の活動への参加を忌避するため組合に加入していない者もいるという。組合

のなかには積立金を 20,000 LE も所有しているものもあるが、農協が発展するような新規事業に

投資せず、単に資金を保管しているだけの組合もある。その原因は組合長が老齢で、新規事業

への投資をためらう保守的な態度にある。IMAP の成功事例として、ミニアのバジル一次加工・

調整工場では、加工工場が新規事業であるので、農協の会計と別勘定にすることで農協の承認

を得られた、とのことである。この加工工場では 4 カ月間の稼働で、純益が 10,000 LE 確保でき、

工場拡張用の用地取得も既に完了している。さらにバジルの品質向上のため、乾燥場に日よけ

覆いの建設を希望しているが、10,000 LE を投資する計画はもっていなかった。 
これ以外に、外国の支援機関により個別農協が組織されている。この組合は主に農産加工を

目的とする組合であり、既存の農協の組合員も自由に加入できる。特定の地域に限定して組合

員の参加を促すものではなく、2～3 農村内の農民も自由に参加できる組織である。したがって、

組合の固有支配面積あるいは事業面積はない。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ ５項目評価 

３－１－１ 妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由により、妥当性が高いと見込まれる。 

 
 （１）エジプト側の開発政策との整合性 

・エジプト政府は、第６次５カ年計画（2007/08～2011/12 年）の中で、貧困の削減と社会の

各層・各地域の間、農村と都市の間の格差是正をめざすとしたうえで、具体的に上エジ

プト地域を挙げて、他地域との格差を是正することを政策目標として挙げている。本プ

ロジェクトは、上エジプト地域における対象 2 県の小規模農家の所得向上を上位目標と

しており、上記政策に合致している。 
・農業土地開拓者（MALR）は、2030 年に向けた新たな農業戦略「持続的農業開発戦略 2030

年」の中で、①農業資源の持続的活用、②土地及び水利用の単位当たりの生産性の増加、

③国内及び国際市場における農産物の競争性の向上、④戦略的な食料についての高い食

料安全保障の達成、⑤農村における生活水準の改善及び貧困率の軽減、を掲げている。

本プロジェクトは、上エジプトの 2 県において、市場志向型アプローチに基づいた普及

活動を通じて小規模農家による農産物の付加価値の向上を図り、農産物の競争性を向上

させることによって（戦略③）、農家所得の向上を実現すること（戦略⑤）を目標として

おり、上記戦略目標に沿ったものである。 
 
 （２）日本の援助政策との整合性 

・わが国の対エジプト国別援助計画（2008 年 6 月）では、支援の三本柱として「持続的成

長と雇用創出の実現」「貧困削減と生活水準の向上」「地域安定化の促進」を掲げており、

２－１－３に詳述のとおり、農業分野への支援は、「貧困削減と生活水準の向上」の中の

重点セクター目標「農業・農村開発」に位置づけられており、わが国の対エジプト国別

援助計画における本プロジェクトの位置づけは明確である。 
 
 （３）手段としての適切性 

・本プロジェクトの対象地域の小規模農民の多くは、土地所有規模が小さいため収益性の

高い園芸作物の導入は難しいという認識をもち、安定した収益性が見込める伝統作物（コ

ムギ、牧草、メイズなど）の栽培を続けている。また、既に商品作物を栽培している小

規模農家もいるが、市況情報に基づく適切な作物の栽培や販売技術が不足している。こ

のような状況のなか、本プロジェクトは、小規模農家の市場対応能力を高め、「作ってか

ら売る」のではなく「売るために作る」営農へと農民の意識の変革を促し、さらにニー

ズに基づいた農産物の生産・販売技術を高めることによって、小規模農家の所得向上を

図るものである。これは、小規模農民のもつ限られた土地面積でも収益性を高めること

が可能となる選択肢を提供するものであり、対象地域の小規模農民のニーズに合致して

いる。 
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３－１－２ 有効性 
以下の理由により、有効性は高いと見込まれる。 

 
 （１）プロジェクト目標の内容 

・本プロジェクトの目標及び指標は明確である。本指標は、プロジェクト開始後 1 年ごと

に活動を実施する前に対象の小規模農家に対してベースライン調査を行い、活動終了後、

同じ農家に対してエンドライン調査を行うことにより入手する。 
 
 （２）因果関係 

・本プロジェクトは行政による普及サービスの支援とともに、それを補完する農協を通じ

たグループ普及や農民間普及などの促進を通じて、対象地域における農家の収益性の向

上をめざすものである。県及び郡の普及員が市場志向型アプローチに基づいた普及フロ

ー案を作成し（成果１）、関係機関と共に付加価値の高い農産物を生産する技術の検証・

開発を行い（成果２）、農業協同組合は農民を支援するための事業計画立案・実施能力の

強化（成果３）を行いながら、農民、普及員、農協職員など関係者が普及フローに沿っ

た活動を実施する。その結果、対象小規模農家が営農手法を習得して所得向上を図り、

さらに、対象農家だけでなく周辺の小規模農家に市場志向型アプローチに基づいた営農

手法を広く普及する（成果４）ことにより、プロジェクト目標を達成する計画となって

いる。プロジェクト目標を達成するために、それぞれの関係者による活動が十分に計画

されており、因果関係は明確である。 
 

３－１－３ 効率性 
以下の理由により、効率性は高いと見込まれる。 

 
 （１）アウトプットの内容 

・本プロジェクトでは、対象両県のすべての郡のなかから対象農協をひとつずつ選び、毎

年、各対象小規模農民の 1 年間（夏作、ナイル作、冬作）の農業活動に沿って支援が行

われる予定である。栽培技術の検証・開発、普及員による農家への技術指導（成果２）、

農業協同組合の能力強化（成果３）の活動は、農産物の作付け期、収穫期、農閑期など

に配慮しながら効率的に活動が計画されている。一年間の活動実施の結果は、普及フロ

ー案並びに翌年の各活動にフィードバックされ、改善されることにより、効率性が向上

し、最終的に普及フロー案が完成・確立されるように構成されている。 
 
 （２）コスト 

・本プロジェクトでは、IFAD など他ドナーの支援のように、新たに小規模農家によるグル

ープの組織化や普及指導員の育成を行わず、既存の農業普及システム、農民組織（農協）

を強化したうえで十分に活用することにより、効率的な活動が組み立てられている。 
・プロジェクト活動に必要な資機材については、IMAP で投入された資機材を引き続き活用

することとし、新たに必要な資機材のみを購入するため必要最低限の投入となっている。 
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３－１－４ インパクト 
本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 

 
 （１）上位目標の内容 

・上位目標は明確であり、プロジェクト目標達成による効果の発現によって、市場志向型

アプローチによる営農手法が対象 2 県内で広まることが予測される。上位目標の指標は、

プロジェクトの対象となった小規模農家の農業所得をサンプルとし、政府統計資料のデ

ータを参考にしながら、随時決定されることとなっており、十分入手が可能である。 
 
 （２）波及効果 

・本プロジェクトの上位目標は小規模農家の所得向上に限定されているが、本プロジェク

トの活動を通じて、MALR による既存の農業普及体制の強化、普及員の技術力の向上、

農協の組織運営の強化を図る。本プロジェクト目標が達成されることにより、新しい市

場志向型農業普及システムのひとつのモデルとして大きなインパクトを与える可能性が

ある。 
 

３－１－５ 持続性 
本プロジェクトの持続性は、以下のように予測できるが、いくつかの点については十分配慮

する必要がある。 
 
 （１）政策・制度面 

・小規模農家による農業所得の向上をめざす市場志向型のアプローチは、前出のとおり「持

続的農業開発戦略 2030 年」の戦略目標３及び５に沿っており、政策的持続性は協力終了

後も継続すると期待される。 
 
 （２）組織・財政面 

・MALR は県、郡、村落レベルの普及員を配置しており、プロジェクト実施による効果を

継続する役割を担うが、継続的な予算の手当てが必要不可欠である。プロジェクト開始

にあたって、プロジェクト期間中は活動に必要な予算措置を行うとの合意を得たが、予

算の確保についてはプロジェクト活動の一環と位置づけ、常々留意する必要がある。ま

た、普及員はこれまでの新規採用の抑制の影響で中高年齢化が進んでいるが、プロジェ

クトによる技術移転は、プロジェクト終了後の組織内の技術普及を考慮して、普及活動

にかかわる若手職員を可能な限り対象に加える必要がある。 
・プロジェクト活動の中で検証・開発された技術は普及員のトレーナー研修（ToT）研修な

どに活用され、ガイドブック、マニュアル類が作成される予定であるが、これらの資料

も可能な限り MALR の既存のガイドブックなどに組み込まれるよう留意し、技術の持続

性を確保する必要がある。 
 
 （３）技術面 

・プロジェクトの実施によって個別の農家の能力向上や農協の強化を図ることができれば、
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その知見は農家の中に浸透し、さらに農協・農家レベルでの知見の交換や拡大が期待さ

れることから、プロジェクト実施による効果が継続する見込みは高い。 
 
３－２ 結 論 

本事業は、エジプトの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 
３－３ 貧困・ジェンダー平等・環境等への配慮 

（１）環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：C 
② カテゴリ分類の根拠： 

「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）上、環境への望ましくない影響は最

小限であると判断されるため。 
 
（２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

IMAP の調査によれば、本案件の対象地域の一般的な村落では、屋外の作業となる農作業全

般について女性の役割は低いが、作付けする作物の選定など営農上の意思決定には女性の役

割が認められており、また営農上の問題点に関しても男女間で共有されている傾向にある。

このことから、女性は家庭内で営農に関する意思決定権をある程度もつものの、屋外での活

動には参加しにくく、農業普及や農業技術研修、農業協同組合活動へは参加しにくい状況に

あると考えられる。したがって、本案件で農業ビジネス関係者との交流、市場調査、営農計

画立案のための研修、技術研修、視察ツアーなどを行う場合、男女双方がマーケティング情

報へのアクセスや農業技術を得るための取り組みとして、村落の有力者（大家族の代表、篤

農家など）の理解を得る、参加者における男女の割合に枠を設ける、などの工夫が必要であ

る。 
他方、土地所有面積が 1 フェダン（0.42ha）未満の零細農家では、耕起作業、収穫作業など

農作業における女性の役割は重要度を増し、女性の立場からは農業労働の負担が重いという

調査結果も報告されている。このようなケースも考えられることから、対象農家のベースラ

イン調査の際に、併せてジェンダー調査などで男女の役割の実態を明らかにし、必要に応じ

て、男女が平等に共同で営農活動できるよう、ジェンダー啓発を行うことが望ましい。 
 
（３）その他 

特になし。 
 
３－４ 教訓の活用 

（１）過去の類似案件の教訓 
・IMAP で実施したパイロット事業の教訓が M/P に反映されており、本事業でもそれを踏ま

えて活動を計画した。加えて、以下の 2 点を教訓として活用する。 
① IMAP のパイロット事業で園芸作物の新技術を導入した際に、園芸作の経験のある農

家グループと、ない農家グループで、収穫結果に大きな差が生じた。 
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② 対象地域の村落は、都市からの距離、歴史的背景、民族的多様性などにより特徴が

異なり、村落内の大家族の対立でパイロット事業が中止になったサイトがある。 
・本事業では、IMAP の M/P を踏まえるとともに、ケニア国で実施された「小規模園芸農民

組織強化計画プロジェクト（Smallholder Horticultural Empowerment Project：SHEP）」（2006
年 11 月～2009 年 11 月）及びその後継案件である「小規模園芸農民組織強化・振興ユニッ

トプロジェクト（Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion Unit Project：SHEP 
UP）」（2010 年 3 月～2015 年 3 月）で採用している市場志向型アプローチに、エジプトの文

脈に沿った改良を加えて戦略としている。 
 
（２）本事業への活用 

・新技術導入の際は、まず園芸作に一定の技術と経験を有した農家に市場志向型アプローチ

に基づいた営農手法の技術移転を行い、その後に園芸作の経験がない農家への伝播を図る、

もしくは技術移転の際、経験者と未経験者を組み合わせて農家間の経験や技術の共有を図

る、などの工夫をする。 
・ベースライン調査において村の社会構造の理解に努め、それを踏まえた活動とする。 
・実施段階においても、上記 SHEP で実施した各種の取り組みや作成したフォーマット等を参

照・活用する。 
 
３－５ 団長所感 

（１）先方との協議 
MALR に対する技術協力プロジェクトが初めてということで、先方のプロジェクトへの理

解とこちらの意向にさまざまなずれがあり、交渉は難しかった。特に、C/P の交通費などの経

費負担の拒否、給与へのトップアップのようなインセンティブの要求など、頑な姿勢に終始

した。この背景として、プロジェクトは MALR の活動の外にあるものという認識が影響して

いた。調査団として、プロジェクトの採択のプロセスを粘り強く説明した。すなわち、プロ

ジェクトはエジプト側の要請に基づいていること、採択のポイントが申請機関（この場合は

MALR）の本来業務や国の開発方針と合致しているか、またプロジェクト活動の実施能力の有

無などである。さらに、今後の正式な承認・開始に向けてはプロジェクトの持続性を意識し

て先方負担の有無が大きく関係することについても重ねて説明した。最終的には、農業大臣

によって当方の意見が全面的に受け入れられ、ミニッツの署名に至った。要請書提出の段階

など、採択前に JICA の技術協力プロジェクトにかかる基礎的な共通認識を先方ともつことが

できれば、より中身の議論も深まったことと思われる。 
一方、プロジェクトのめざすべき方向性や戦略、活動については非常に好意的に受け入れ

られた。上に述べた予算の件で見解の相違はあったが、担当局長も署名に向けて必死に着地

点を探してくれたのは、プロジェクトの枠組みへの理解とプロジェクトに対する大きな期待

があったためと考える。 
 
（２）農業セクターが抱える問題 

地方での訪問と聞き取り、また本省での協議を通じ、各階層（例えば、国、県、郡、村の

各レベル）において「自らが考える姿勢」が弱いのではないかと感じた。例えば、県という
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行政単位はその下に郡や村を有しており、それなりに職員数も多い。にもかかわらず、県と

しての計画がなく、予算も国から「降って湧いてくる」状況のようだった。県農業次官は、

口頭ではやるべきこと、やりたいことを述べていたが、ドキュメントとして共有されていな

い。郡においても同様である。村レベルでは農協を 1 つの単位として管轄しているが、ここ

でも農協に係る計画は見当たらなかった。技術やインフラなど別の問題も抱えていることは

事実だが、まずは、それぞれが考えると結果が出るということを実感し、実行することが大

きな課題であると思われた。 
 
（３）農家が抱える問題 

多くの農家は、通常何年も栽培している「いつもの作物」を作っており、マーケットニー

ズを見ながら作物を変える、あるいは作付け体系を工夫することはあまり行っていない。ま

た、小面積での農業を営んでいる農家のほとんどは、銀行からの作付け前のローンに依存し

ている。すなわち、収益のなかから次シーズンのインプットを用意する、あるいはそれを貯

めて耕地面積を拡大するといったことがなされていない。その一方で、調査時に面会できた

比較的大きな面積を有する少数の農家は、面積を拡大する過程でローンを利用することはあ

れど、通常時の借り入れはしていなかった。栽培技術や周辺インフラに大きな違いがないな

か、こうしたギャップが生じる要因は、やはりコストや収益といった営農にかかわる感覚に

よるところが大きいと思われる。市場ニーズに対応する意識とともに、営農感覚を身に付け

ることもプロジェクトで取り組むべき課題である。 
 
（４）市場志向型アプローチの適用について 

本案件では、IMAP で明らかになった課題をベースに、ケニアにおける SHEP の市場志向型

アプローチを導入することとしている。エジプトとケニアでは状況が異なるため、アプロー

チの改良・改善は必須である。特に、ケニアでは小規模農家のグループが対象であったが、

エジプトではグループによる活動がベースにないため、個々の農家へのアプローチが重要に

なってくる（農協は 1,000 名規模であり、単位があまりに大きい。ケニアのグループは 30 名

前後）。基本的なポイントである「売るために作る」のコンセプトを注入するために、SHEP
で開発された個々の活動の手法をまねながらどのように修正するのか、プロジェクト開始後、

専門家と共に検討したい。 
 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 
 
２．ミニッツ（M/M） 
 
３．署名済み討議議事録（R/D）  
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